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「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」の

一部改正等の送付について 

 

 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さて、今般、厚生労働省医道審議会医師分科会医師臨床研修部会の議論を経て、

また、地方分権改革に関する閣議決定（平成 27 年１月 30 日）を踏まえ、「医師法

第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」が一部改正

されました。 

 改正内容につきましては、添付資料５「（参考資料２）臨床研修に係る施行通知

の改正概要（平成 27 年３月 31 日付け一部改正分）」をご参照ください。なお、施

行通知（参考資料１）における改正箇所は下記のとおりです。 

 つきましては、本通知をお送りいたしますので、貴会におかれましてもご了知い

ただき、貴会管下関係医療機関等に周知方ご高配の程よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

１．地方分権改革 

（１）研修医募集定員の都道府県調整権限の拡大 

   第２の２２の（７） 

 

（２）都道府県を経由した臨床研修の事務手続き 

   第２の２３ 

 

２．平成28年度募集定員の設定方法にかかる一部改正 

（１）平成27年度研修の募集実績を踏まえた変更 

   第２の２２の（３）のイ 



 

（２）医学部入学定員のうち他都道府県の大学で養成されている地域枠学生分の取扱い 

   第２の５の（１）のスの（カ）の④ 

 

（３）都道府県の募集定員の上限が直近の受入実績よりも少ない場合の取扱い 

   第３の３ 

 

以上 

 

 

（添付資料） 

１．「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」

の一部改正について 

（平 27．３．31 医政発 0331 第 44 号 日本医師会長宛 厚生労働省医政局長通

知） 

２．「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」

の一部改正について 

（平 27．３．31 医政発 0331 第 41 号 厚生労働省医政局長通知） 

３．（別添）「医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行に

ついて」の一部改正に係る新旧対照表 

４．（参考資料１）医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施

行について 

（平 15．６．12 医政発第 0612004 号 厚生労働省医政局長通知【一部改正：平

27．３．31】） 

５．（参考資料２）臨床研修に係る施行通知の改正概要（平成 27 年３月 31 日付け

一部改正分） 

 



日本医師会会長殿

'Uい

「医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行にっいて」

の一部改正について

厚生労働行政の推進にっきましては、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。

標記にっいて、今般、別添のとおり通知を発出しましたので、御了知いただくとともに、

会員等樹立に広く周知されることにっいて格段の御配意を賜りますようぉ願い申し上げます。

医政発 0331 第 44 号

平成 27年3月'31日

念井都勤
首 1 1 '",

,島眺医朗,謬会.北承呉
崎長塑渓
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各都道府県知事殿

m、

⑧

「医師法第16条の2第1項に規定する臨床研彦に関する省令の施行について」

の一部改正について

「医師法第 16 条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」(平成 15

年6月12日医政発第0612004号)にっいて、今般、別添新旧対照表のとおりその一部を改正

し、平成27年4月1日より施行することとしたので、貴職におかれても、改正の内容にっい

て御了知の上、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知方願い

たい。

医政発 0331 第 41 号

平成 27年3月31日
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「医師法第16条の2第1項に規定する臨床研彦に関する省令の施行にっいて」の一部改正に係る新旧対照表
新

医政発第0612004号

平成15年6月12日

( 6 改正履歴へ移動)

各都道府県知事殿

医師法第16条の2第1項に規定する臨床研彦に関する省令の施行にっいて

本文(略)

(一部改正平成27年3月31田

第1 臨床研彦省令の趣旨(略)

旧

医政発第0612004号

平成15年6月12日

(一部改正平成17年2月8日

厚生労働省'医政局長

記

(別添)

各都道府県知事殿

平成17年10月21日

平成18年3月22日

厚生労働省医政局長

医師法第16条の2第1項に規定する臨床研彦に関する省令の施行にっいて

平成19年3月30日

平成20年3月26日

平成21年5月11日

平成22年4月14日

本文(略)

平成23年3月24日

平成24年3月29日

第1 臨床砺彦省令の趣旨(略)

平成26年3月31日)

記



第2 臨床研彦省令の内容及び具体的な運用基準

1~4 (略)

5 臨床研彦病院の指定の基準

①麟翅臨床研虜病院の指定の基準

ア~シ(略)

ス研彦医の募集定員が、研彦医の適正配置の観点から適切であること。

「研修医の募集定員が、研修医の適正配置の観点から適切であるこ

と」とは、研彦医の募集定員が以下の(ア)若しくは(イ)の数値を超えない

か、又は後述の22により都道府県が調整した募集定員であること。

⑦研修医の募集を行う年度を起点として当該病院の過去3年間の研修

医の受入実績の最大値(後述の23 により加算された募集定員に係る研

修医の受入実績を除く。)。、ただし、当該病院からの医師派遣等の実

績を勘案し(の、(エ)に規定する方法により定める数を加算する。((ア)

から求められる数値を「A」とする。以下同じ。)

q)当該病院が所在する都道府県内にある臨床研修病院及ぴ大学病院の

(ア)により算出された募集定員の合計(当該合計数値を「A'」とす

る。以下同じ。)が、(オ)に規定する当該都道府県の募集定員の基礎数

(当該基礎数値を「B」とずる。以下同じ。)を超える場合は、以下

の計算式により算出した値(小数点以下の端数を生じた場合は四捨五

入した値)とする。ただし、病院が希望する募集定員(当該希望数値

を「C」とする。以下同じ。)が、それを下回る場合はCの値とす

る。

第2 臨床研彦省令の内容及び具体的な運用基準

1~4 (略)

5、臨床研彦病院の指定の基準

①講全型臨床研修病院の指定の基準

ア~シ(略)

ス研彦医の募集定員が、研彦医の適正配置の観点から適釖であること。

「研修医の募集定員が、研修医の適正配置の観点から適切であるこ

と」とは、研彦医の募集定員が以下の(ア)若しくは(イ)の数値を超えない

か、又は後述の22により都道府県が調整した募集定員であること。

⑦研修医の募集を行う年度を起点として当該病院の過去3年間の研修

医の受入実績の最大値(後述の23 により加算された募集定員に係る研

修医の受入実績を除く。)。ただし、当該病院からの医師派遣等の実

績を勘案し⑦、①に規定する方法により定める数を加算する。((ア)

から求められる数値を「A」とする。以下同じ。)

(イ)当該病院が所在する都道府県内にある臨床研修病院及び大学病院の

(ア)により算出された募集定員の合計(当該合計数値を「A'」とす

る。以下同じ。)が、(オ)に規定する当i緒1道府県の募集定員の基礎数

(当該基礎数値を「B」とする。以下同じ。)を超える場合は、以下

の計算式により算出した値(小数点以下の端数を生じた場合は四捨五

入した値)とする。ただし、病院が希望する募集定員(当該希望数値

を「C」とする。以下同じ。)が、それを下回る場合はCの値とす

る。

AXB/A'ただし、 Cが当該値を下回る場合はC

(ウ)⑦において加算する数値については、研修医の募集を行う年度の前

年度末の時点において医師派週等が行われている常勤の医師数が20人

以上の場合を1とし、 5人増える毎に1を加え、80人以上の場合を 13

とする。

(エ)(ウ)にいう「医師派遺等」とは、①~⑤のすべてを満たす場合とす
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AXB/A'ただし、Cが当該値を下回る場合はC

(ウ)⑦において加算する数値については、研彦医の募集を行う年度の前

年度末の時点において医師栃弓宣等が行われている常勤の医師数が20人

以上の場合を1とし、 5人増える毎に1を加え、80 人以上の場合を 13

とする。

(エ)(ウ)にいう「医師派遣等」とは、①~⑤のすべてを満たす場合とす



る。

①以下のア)からウ)までに揚げる場合のいずれかに当てはまるこ

と。

ア)病院が、当該病院に勤務する医師を、出向などにより、当該病

院以外の受入病院に勤務させる場合

イ)病院が、当該病院に勤務経験のある医師を、当該病院以外の受

入病院との主たる調整役として、当該病院以外の受入病院に勤務

させる場合

ウ)病院が、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の

就業条件の整備等に関する法律(昭和印甲去律第認号)に基づ

き、地域医療の確保等のために医師を派遣する場合

②刻象となる医師は、医師免許取1昇後7年以上15年以下の臨床経験

を有し、受入病院で常勤として勤務すること。

③受入病院で勤務する期間が継続して1年以上3年以下であるこ

と。

④各都道府県に設置されている地域医療対策協議会や関係する地方

公共団体などの意向を踏まえた医師派遣等であること。

⑤開設者が同一の病院間において行われている医師派遣等や、受入

病院との相互の交流として行われている医師派遣等ではないこと。

(オ) q)にいう「当該都道府県の募集定員の基礎数」とは、以下の計算式

により算出した数値をいう。

D 十'E 十 F 十 G 十 H

D :次のD1とD2のうちの多い方の数値の全国に対する割合で全国

の研虜医総数の擴十値を按分~した数値

DI:全国の砺彦医総数の推計値 X 当該都道府県の人口/全

国の総人口

D2:全国の研修医総数の推計値 X 当該都道府県内の大学医学

部の入学定員の合計/全国の大学医学部の入学定員の合
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る。

①以下のア)からウ)までに揚げる場合のいずれかに当てはまるこ

と。

ア)病院が、当該病院に勤務する医師を、出向などにより、当該病

院以外の受入病院に勤務させる場合

イ)病院が、当該病院に勤務経験のある医師を、当該病院以外の受

入病院との主たる調整役として、当該病院以外の受入病院に勤務

させる場合

ウ)病院が、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の

就業条件の整備等に関する法律(昭和60甲去律第88 号)に基づ

き、地"戈医療の確イ呆等のために医師を派遣する場合

②対象となる医師は、医師免許取1尉妾7年以上 15年以下の臨床経験

を有し、受入病院で常勤として勤務すること。

③受入病院で勤務する期間が継続して1年以上3年以下であるこ

と。

④各都道府県に設置されている地域医療対策協議会や関係する地方

公共団体などの意向を踏まえた医師υ障宣等であること。

⑤開設者が同一の病院間において行われている医師派遣等や、受入

病院との相互の交流どじて行われている医師派遣等ではないこと。

け)(イ)にいう「当該都道府県の募集定員の基礎数」とは、以下の計算式

により算出した数値をいう。

D十E十F十G十H

D:次のD1とD2のうちの多い方の数値の全国に刻する割合で全国

の研彦医絲X数の推謝直を按分した数値

DI:全国の研修医総数の推計値 X 当該都道府県の人口/全

国の総人口

D2:全国の研修医総数の推計値 X 当該都道府県内の大学医学

部の入学定員の合計/全国の大学医学部の入学定員の合



E :100 平方km 当たりの医師数が全国の平均値よりも少ない都道府県

についてはDに0.07 を乗じた数値とし、100平方km当たりの医師

数が30未満の都道府県についてはDに0.1を乗じた数値

F : D X 籬島人口 X 6 /当ヨ亥都道府県の人口

G :人口に占める高齢者(65 歳以上)人口の割合が全国の平均値より

も多い都道府県についてはDに0.06を乗じた数値

H:人口10万人当たりの医師数が全国の平均値よりも少ない都道府県

についてはDに0.06を乗じた数値

(221帥における研彦医の

(カ)(オ)で用いる数値については以下のとおりとする。

①研修医の数については、研修医の募集を行う年度1学年分の研修医

の数

②人口(高齢者(65 歳以上)の人口を含む。)にっいては、直近の推

計人口(総務省)の値

③大学医学部の入学定員については、研彦医の募集を行う年度の数値

定夕の調整へ移動)

④大学医学部の入学定_のうち平成22年度より設定されてぃる、大

・十

E :100 平方km 当たりの医師数が全国の平均値よりも少ない都道府県

についてはDに0.07を乗じた数値とし、100平方km当たりの医師

数が30未満の都道府県についてはDに0.1を乗じた数値

F: D X 籬島人口 X 6 /当該都道府県の人口

G :人口に占める高齢者(街歳以上)人口の割合が全国の平均値より

も多い都道府県についてはDに0.06を乗じた数値

H :人口 10 万人当たりの医師数が全国の平均値よりも少ない都道府県

についてはDに0.06を乗じた数値

(カ)全国の研彦希望者の推計値に 1.2 を乗じた数値と⑦により算出した

学医学部入学定員の増員に伴う特定の地域医療への従事を条牛とす

る地域枠であって、、他の都道府県の大学医学部で養成される数の取

扱いについては、地域枠を有している道府県において、上限を

やす必要性に応じ、当該大学の所在地である他の道府県との間で

その数を調整すること

旦都道府県の面積については、直近の全国市町村要覧(総務省)にお

ける数値

⑥医師数については、直近の医師・断斗医師・薬剤師調査による数値

数値の合計との差を道府県ごとの研修医の直近の受入実績値の割合

で分した数百を「道府県調整枠」とし、け)に道府県調整枠を加

えた数値を「当該道府県の集定員の上限」とする

(キ)け)で用いる数値については以下のとおりとする。

①研修医の数にっいては、研修医の募集を行う年度1学年分の研修医

の数

②人口(高齢者(65 歳以上)の人口を含む。)にっいては、直近の推

計人口(総務省)の値

③大学医学部の入学定員については、研修医の募集を行う年度の数値

第3の3(3)前述 2の5①ス(オ)に定めるD2について、平成22年度より設定

されている、大学の医学を履修する課程の入学定員の増員に伴う特定の地

域医療への従事を条件とする地域枠のうち、他の都道府県の大学で養成さ

れることとなる地域枠の数の取扱いについては、改めて討するものであ

ること。

④都道府県の面積については、直近の全国市町村要覧(総務省)にお

ける数値

旦医師数については、直近の医師・断斗医師・薬剤師調査による数値

4
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⑦籬島人口は、離島振興法(昭和27甲去律第72 別、小笠雰諸島振

興開発特別措置法(昭和M甲去律第79 号)、奄美群島振興開発特

別措置法(昭和29甲去律第189号)及び沖縄振興特別措置法(平成

N甲去律第14号)に基づき指定されている離島の直近の人口の値

(キ)新たに基幹型臨床研修病院の指定を受ける場合にあっては、初めて

研彦医を募集する年度の研彦医の募集定員を2人とすること。

セ~ニ(略)

②~④(略)

6~21 (略)

22 地如戈における研彦医の募集定員の調整

地域における臨床研修病院群の形成を促進し、地域医療を安定的に確保す

るため、都道府県は、管轄する地域における各病院の研修医の募集定員にっ

いて、各病院の研修医の受入実績、地域の実情等を勘案して、以下の方法に
より必要な調整を行うことができること。

旦と^枠

全国の研修希望者の推計値に③アに定める

に、③イに定める数値を加えた数値と、前述5①ス(オ)に定める各都道府

県の基礎数を全て合計した数値との差を._都道府県ごとの研修医の直近の

@離島人口は、離島振興法(昭和 27 甲去律第 72 周、小笠原諸島振

興開発特別措置法(昭和44甲去律第79 号)、奄美群島振興開発特

別措置法(昭和29甲去律第189号)及び沖縄振興特別措置法(平成

H年法律第14号)に基づき指定されている籬島の直近の人口の値

⑦新たに基車全型臨床研修病院の指定を受ける場合にあっては、初めて

研修医を募集する年度の研彦医の募集定員を2人とすること。
セ~ニ(略)

②~④(略)

6~21 (略)

22 台城における砺彦医の募集定員の調整

①地域における臨床研修病院群の形成を促進し、地域医療を安定的に確保

するため、都道府県は、管轄する地域における各病院の研修医の募集定員

について、各病院の研修医の受入実績、地域の実情等を勘案して必要な調

受入実績値の割合で按分~した数値を「都道府県調整枠」とすること。
② 道府県の集定員の上限

「当該都道府県の募集定員の上限」とすること。

墾と^等

当該道府県の

ア

度研彦の まで徐々に減ずることを基本とするが、毎年の研修医の募1.1

定夕の基礎数に、都道府県調整枠を加えた数値を、

集と採用の状況等を適切に勘案したうぇで決定するものであるこ巴。

定員倍率」にっいては、平成28年度砺彦の1.18から平成32年

定員音率を乗じた数値

整を行うことができること。ただし以下のア及びイを満たさなけれぱな

らないこと

5 ①ス(カ) 全国の研修希望者の推計値に 1.2 を乗じた数値と(わにより算出した

数値四金赴との差を都道府県ごとの研修医の直近の受入実績値の割合

で按分~した数値を「都道府県調整枠」とし、

け)に都道府県調整枠を加えた数値を「当該都道府県の募集定員の上

限」とする。

第3の3(2)前述 2の5①ス①に定める

の推計直に乗じる数値)にっいては、徐々に「1.1」とすることを基本とす

るが、毎年の実際の研修医の募集と採用の状況等を適切に勘案したうえで
決定するものであるとと。

5

「1.2」の数値(全国の研彦希望者



なお、前述5①ス(オ)に定めるE、 F、 G及びHの合計(地理的条件

等の加爲並びに都道府県調整枠については、墓速定旦倍室宣徐々に1.1

とするなかで、両者の関係を踏まえつつ決定していくものであること。

イ

行う年度の前年度の研修における、各道府県の集定員の上限と当該

道府県調整枠を算出するために①で加える数値は、研彦医の集を

ること。

④各都道府県による調整枠の配分

道府県内の全ての病院の

定員の上限の直を超えない包囲内の

負都道府県は、前述5の①ス⑦又は(イ)により算出された各病院の研彦

医の募集定員について管轄する地方厚生局から情報提f共を受けたうえで、

当該集定夕に加え

と。

また

定員との差を、全国で合計した数値とす

の合計力

超えない範囲内で

(5)小児科・産チ斗府H彦プログラム分の配八

道府県調整枠を配分しても、当該道府県内の各病院の集定

道府県調整枠を各病完に配分することができるこ

道府県の

各都道府県は前述5の(Dア仂)により小児科・産科研修プログラムを

設けた病院に対し、当該研修プログラムの墓集定員分として..者僅亘座県遡

整枠から4を配分すること。

(6ン「支¥&捌共された各病院の集定員の調整

定の上限に達していない場合は当該上限を

都道府県調整枠については、徐々に「1.1」とする中で、両者の関係を踏ま

えつつ決定していくものであること。

(i助の

なお、前述第2の5①ス(オ)に定めるE、 F、 G及びH並びに(カ)に定める

定員を各病院に配分することができること

各道府県は、前述5の①ス⑦又はq)により算出され、情報提ι北され

た各病院の研修医の

囲内で、必要な調整を行うことができること。

調整を行う場合には、募集定員の調整を受ける臨床研修病院及び大学病

院の同意が得られていること。

(フ)

22②地域における研修医の

道府県が基礎数の配分を希望する場合の取し

都道府県が希望する場合には、前述5の①ス⑦又は(イ)により各病院の

定員について、その

研修医の集定員を算出する方法によらず、当該都道府県が、基礎数を各

都道府県は、前述5の①スにより算出された各病院の研彦医の募集定員に

ついて、管轄する地方厚生局から情報提t北を受けることができること。

定員の合計を超えなし

定員の調整を円滑に行うことができるよう

23 研彦医の

前述5の①ア①により研彦プログラムを設けた場合は前述5の①スに

より算出した集定員に当該研修プログラムの定員分として4人を加算す

ること。

定員に関する特仔ι

22①ア調整した後の管,地域の病院の集定員の合計が、前述5の①ス①

によって算出された道府県の

調整であるとと。

イ募集定員の調整を受ける臨床研修病院及び大学病院の同意が得られて

いること。

(i助U)

6

k
包



病院に配分する方法を選択することができる。

この方法を選択する場合には、以下の点に留意すること。

ア基礎数の配分を決めるに当たっては後述の 24 に定める地域協議会

等、臨床研修に関して関係者が協議する場において意見を聴くこと。

イ基礎数の配分を決めるに当たっては、病院が行ってぃる医師派遣等の

実結を案し、ナ也域医療が安定的に確保されるよう酉暗、するとと

ウ次の手続きを行うこと。

⑦

の別途定める期日までに当該方法を選択する旨を申請すること。

道府県は、管する地方厚生局に対し、研修医の集を行う年度

q)地方厚生局が、⑦の申請内容を確認すること。

(ウ)

の研修医の

道府県は各病完に対し、前述5の①ス⑦又は(イ)により各病完

⑧地方厚生局への報告

園を配分する旨を通知すること

負都道府県は、前述④から⑦までの方法により募集定員の.,整を行っ

た場合は、管轄する地方厚生局が定める期日までに、その調整の結果を当

該地方厚生局に提出すること。

⑨都道府県が募集定員の調整を行わない場合、各病院の研彦医の募集定員

は前述5の①ス⑦又はq)の数値を超えないものとすること。

定員を算出する方法によらず、当該道府県力

23

(22(5)小児科・産科研彦プログラム分の配分へ移動)

道府県が事務の経由を希望する場合の取扱し

適切に配八できるようにするため

道府県が、地域における各病院の研修状況を把し

定める書類を 道府県経由で厚生労働大臣に提出する方法を選択すること力
できること。

③都道府県が研修医の募集定員の調整を行った場合は、管轄する地方厚生

道府県が希望する場合には、次の①に

局から戸報提ι北を受けて1か月以内に、その調整の結果を当該地方厚生局

に提出すること。

④都道府県が募集定員の調整を行わない場合、各病院の研修医の募集定員

は前述5の①ス⑦又は(イ)の数値を超えないものとすること。

23 研彦医の

道府県調整枠を

前述5の①ア①により研彦プログラムを設けた場合は、前述5の①スに

より算出した集定員に、当該研修プログラムの定タハとして4人を加算す
ること

(i助の

定員に関する特1ヲ'4

7

定



① 道府県を経由することができる事務手儿の書類は以下のものに限られ

ること。

ア臨床研彦病院の指定の申請

イ臨床研彦病完の変更の届出

ウ研彦プログラムの変更又は新設の届出

二1二

オ臨床研修病院の指定の取消しの申請

臨床研虜病院の年次報告

②都道府県が事務の経由を希望する場合には、次の手紗、を行うこと

ア

府県を経由することとする事務手続の種ま及び事務手続ごとの病院から

道府県は、毎年4月30日までに、管轄する地方厚生局に対し

イ地方厚生局がアの申請内容を確認すること

道府県への提出期限を申請すること

ウ都道府県は各病院に対し

の種類及て陣務 1九ごとの都道府県への提出期限を通知すること

;1二

類に形式的な不備がないかを確認し各事務手続について本通知に定め

道府県は申請した各事務手続について各病院から提出された書

24 臨床研彦に関する地如戈協議会(略)

25 研修医の給与について

研修医に決まって支払われる手当(時間外手当、当直手当等を除く。)

が、一定額を超える場合は、その額に応じ、病院に対して交付する臨床研修

る期限までに、当該書類を地方厚生局に提出すること。

費等補助金を一定チ呈度減額すること。詳細は、臨床研修費等補助金交付要綱

において別に定めること。

26 施行期日等(略)

第3 当面の取扱い

1~2 (略)

3 都道府県の募集定員の上限について

前述第2の22②に基づいて算出した都道府県の募集定員の上限の値が研修

道府県を経由することとする事務手続

道

24 臨床研彦に関する地域協議会(略)

研修医の給与について

研修医に決まって支払われる手当(時間外手当、当直手当等を除く。)

25

が、年額 720 万円を超える場合は、病院に対して交イ寸司、る臨床研修費等補助

付要綱において別に定めること。

26 施行期日等(略)

第3 当面の取扱い

1~2 (略)

3 都道府県の募集定員の上限について

①前述第2の5①ス(カ)に基づいて算出した都道府県の募集定員の上限の

金を一定チ呈度減額すること。詳細は、平成27年度の臨床研修費等補助金交

8



医の募集を行う年度の前年度の当該都道府県内の研修医の受入実績よりも少

ない場合には、前述第2の22②にかかわらず、当該受入卦責に5を加えた数

百を当該道府県の

病院における集定員の増員分に限定して配分する道府県調整十とするこ

と。

この場合、この方法により算出した道府県の集定_の上限のと

述第2の 22(2)に基づいて算出した佰との差は、力述第2の 22(3)イで定める

数値から充てることとし

定、の上限の侑としそのうち5は医師不足地域の

集定員倍率は変えないこととする

(第2の22③アへ移動)

第4 留意事項(略)

第5 検言秩見定

値が研修医の募集を行う年度の前年度の当該都道府県内の研修医の受入実

績よりも少ない場合には、前述第2の5①ス(カ)にかかわらず

1項に規定する臨床研彦に関して所要の検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとする。

第6 改正履歴

平成26年3月31日付けの本通知の改正後5年以内に、医師法第16条の2第

(第2の5①ス仂)④へ移動)

の

ーユ^

月U

こと。

定員の上限の直を当該道府県内の研修医の受入実績の 値とする

1. リ疋

平成15年6月12日付け医政発第0612004号

ただし この取いについては、平成27年3月31日までとすること

②前述 2の5①ス(カ)に定める

計値に乗じる数イ圓にっいては、徐々に臣.動とすることを基本とする

力

定するものであること。なお前述第2の5①スけ)に定めるE

毎年の実際の研彦医の

及びH並びに(カ)に定める道府県調整については、徐々に「1.1」とす

る中で、両者の関係をまえつつ決定してぃくものであること

③前述第2の5①ス(オ)に定めるD2について、平成22年度より設定され

大学の医学を履修する課程の入学定員の増_に半う特定の地九医ている

療への従事を条件とする地域枠のうち、他の道府県の大学で養成される

道府県

と。

第4 留意郭頁(略)

第5 検討規定

本通知の改正後5年以内に、医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に

関して所要の検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る。

(i助U)

「1.2」の数直(全国の研修希望者の推

こととなる地域枠の数の取いについては、改めて検言寸ナるものであるこ

と採用の状況等を適切に

F G

したうえで決

9



2.改正

平成17年2月

平 17年10月21日

平成18年3月22日

平成19年3月30日

平成20年3月26日

8日

平成21年5月11日

平成22年4月14日

平成23年3月24日

平成24年3月29日

平成26年3月31日

平成27年3月31日

、

10



各都道府県知事殿

医師の臨床研彦については、医療法等の一部を改正する法律(平成 12年法律第 141号。以下

「改正法」という。)による医師法(昭和 23年法律第 201 号。以下呼却という。)の一部改正

により、インターン制度が廃止されて以来 36年ぶりに抜本的な改革が行われることとなった。

すなわち、診療に従事しようとするすべての医師は、臨床研修を受けなければならないとととさ

れ、また、これに併せて、臨床研修の内容の検討を進め、医師が、適切な指導体制の下で、医師

としての人格をかん養し、プライマリ・ケアを中心に幅広く医師として必優な診療能力を効果的

に身に付けることができるものとすることとされたところである。これを踏まえ、平成 14年12

月Ⅱ日に、医師法第16条の2第1項に規定する臨床研彦に関する省令(平成14年厚生労働省

令第 158 号。以下「臨床研修省令」という。)が公布・施行され、また、その後の検討を受け

て、平成15年6月12日に、医師法第16条の2第1項に規定する臨床研彦に関する省令の一部

を改正する省令(平成15年厚生労働省令第105号。以下「改正省令」という。)が公布・施行さ

れ、下記のとおり、新たな臨床研修制度が定められたところである。また、本制度の円滑な実施

を図るため、地方厚生局において、臨床研修病院、大学病院、医療関係団体等の参加を得て連絡

協議会を設置することとしている。

新たな臨床研修制度は、医師が、医師としての基盤升つ成の時期に>患者を全人的に診ることが

できる基本的な診療能力を修得することにより、医師としての資質の向上を図ることを目的とし

ており、地域の医療提供体制の整備に当たっても、重要な役割を果たすことが期待されるもので

ある。ついては、貴職におかれても、臨床研修省令の趣旨、内容等について御了知の上、貴管内

の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知に努めるとともに、地方厚生局に

おいて設置する連絡協議会に参加するなど、新たな臨床研修制度の円滑な実施に御協力をお願い

する。

医師法第16条の2第1項に規定する臨床研彦に関する省令の施行にっいて

(一部改正

医政発第0612004号

平成15年6月12日

平成 2 7年3月3 1日)

参考資料1

厚生労働省医政局長



第1 臨床研彦省令の趣旨

法第 16 条の2第1項に規定する臨床研修については、改正法による法の一部改正により、

平成 16年4月1日から、診療に従事しようとするすべての医師に義務付けられるところであ

るが、臨床研修省令は、法第 16 条の2第1項に規定する臨床研修に関して、臨床研修の基本

理念、臨床研修病院の指定の基準等を定めるものであること。

なお、改正法附則第8条(臨床研修修了医師の登録に係る経過措置)の規定により、同日前

に医師免許を受けている者及び同日前に医師免許の申請を行った者であって同日以後に医師免

許を受けたものは、改正法による改正後の法第 16 条の4第1項の規定による臨床研修修了者

の登録を受けた者とみなされること。

第2 臨床研修省令の内容及び具体的な運用基準

1 用語の定義

①「臨床研修」

法第16条の2第1項に規定する臨床研修をいうものであること。

②「臨床研修病院」

法第16条の2第1項の指定を受けた病院をいうものであること。

③「基幹型臨床研多病院」

臨床研修病院のうち、他の病院又は診療所と共同して臨床研修を行う病院であって、当

該臨床研彦の全体的な管理・責任を有するものをいうものであること。

④「協力型臨床研修病院」

臨床研修病院のうち、他の病院と共同して臨床研修を行う病院であって、基幹型臨床研

'修病院でないものをいうものであること。

⑤「研修協力施設」

臨床研修病院と共同して臨床研修を行う施ヨ艾であって、臨床研彦病院及び医学を履修す

る課程を置く大学に附属する病院以外のものをいうものであること。以下「臨床研修協力

力衝艾」という。

なお、臨床研修協力嬬艾としては、例えば、へき地・離島診療所、中小病院・診療所、

保健所、介護老人保健嬬艾、社会福匁跡衝艾、赤十考士血液センター、各種検診・健診の実

施施三旦等が考えられること。

⑥「臨床研彦病院群」

共同して臨床研修を行う基幹型臨床研修病院及び協力型臨床研修病院をいうものである

記

J
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こと。臨床研修協力施ヨ艾と共同して臨床研修を行う場合にあっては、臨床研彦協力施設も

臨床研修病院群に含まれること。

⑦「大学病院」

医学を履修する課程を置く大学に附属する病院をいうものであること。

⑧「研修管理委員会」

臨床研修を行う病院において臨床研修の実施を統括管理する機関をいうものであると

と。

なお、研修管理委員会は基幹汗聖臨床研修病院等、臨床研修を管理する病院に設置される

こと。

⑨「研彦プログラム」

臨床研修の実施に関する計画をいうものであること。

(1の「プログラム責任者」

研修プログラムの企画立案及び実施の管理並びに研彦医に対する助言、指導その他の援

助を行う者をいうものであること。

(1D 「研彦実施責任者」

協力型臨床研彦病院又は臨床研修協力施設において、当該施Z艾における臨床研修の実施

を管理する者をいうものであること。

なお、研修実施責任者は、プログラム責任者及び臨床研虜指導医を兼務しても差し支え

なし、こと。

(12)「臨床研修指導医」

研修医に対する指導を行う医師をいうものであること。以下「指導医」という。

a3)「研彦医」

臨床研修を受けている医師をいうものであること。

(14)「臨床病理検討会」

個別の症例(剖検例)にっいて病理学的見地から検討を行うための会合

(CHnicopath010宮ical conference: C P C)をいうものであること。

(15)「研修期間」

臨床研修を行っている期間をいうものであるとと。

2 臨床研彦の基本理念

医師については、単に専門分野の負傷又は疾病を治療するのみでなく>患者の健康と負傷

又は疾病を全人的に診ることが期待され、医師と患者及びその家族との間での十分なコミュ

ニケーシヨンの下に総合的な診療を行うことが求められていること。また、医療の社会的重
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要↑生及び,公共性を考えると、臨床研修は、医師個人の技術の向上を超えて、社会にとって必

要陛の高いものであること。

このため、臨床研修については、医師が、医師としての人格をかん養し、将来専門とする

分野にかかわらず、医学及び医療の果たすべき社会的役割を認識しつつ、一般的な診療にお

いて頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよう、プライマリ・ケアの基本的な診療

能力(態度・技能・知識)を身に付けることのできるものでなければならないこと。

3 臨床研修病院の指定

①法第16条の2第1項の指定は、次に掲げる区分に応じて行うこと。

ア基幹型臨床研彦病院

イ協力型臨床研彦病院

②基幹型臨床研修病院及び協力型臨床研修病院は、それぞれ他の区分の臨床研修病院とな

ることができること。

4 臨床研修病院の指定の申請

①基幹型臨床研彦病院の指定の申請

ア基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者は、臨床研修を開始しよう

とする年度の前年度の6月30日までに、当該病院に関する指定申請書(様式1)を厚

生労働大臣に提出しなければならないこと。

イ指定申請書には、次に掲げる書生頁を淵寸しなければならないこと。

⑦当該指定に係るすべての研修プログラム

(イ)プログラム責任者履歴書(様式2)

⑦当該病院の研彦医名簿(様式3)

①臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、臨床研修協

力嬬艾となる施ヨ呈に係る臨床研修協力延艾概況表(様式4)及び臨床研修協力施設承

諾書(様式5)

(オ)当該指定に係る臨床研修病院群を構成するとととなる関係施ヨ斐相互間の連携体制を

記載した書類(様式6)

ウ基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者は、当該病院に関する指定

申請書及び測寸書類と、協力型臨床研修病院として共同して臨床研彦を行うこととなる

病院に関する指定申請書及び添付書類とを、一括して当該基幹型臨床研修病院の所在地

を管轄する地方厚生局健康福ね暗3医事課あてに遡寸すること。

②協力型臨床研多病院の指定の申請

ア協力型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者は、臨床研修を開始しよう
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とする年度の前年度の6月30日までに、当該病院に関する指定申請書(様式1)を、

基幹升聖臨床研彦病院として共同して臨床研彦を行うこととなる病院の開設者を経由して

厚生労働大臣に提出しなければならないこと。

イ基幹型臨床研修病院として協同して臨床研彦を行うこととなる病院の開設者は、協力

型臨床研修病院の指定を受けようとする病院に関する指定申請書(様式1)及び当該指

定に係る臨床研修病院群を構成することとなる関係施設相互間の連携体制を記載した書

類(様式6,)を、当該基幹型臨床研修病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福ネ暗Π医

事課あてに送付すること。

5 臨床研彦病院の指定の基準

a)基幹型臨床研彦病院の指定の基準

厚生労働大臣は、基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者から指定の

申請があった場合において、当該病院が次に掲げる事項に適合していると認めるときでな

ければ、基幹型臨床研彦病院の指定をしてはならないこと。

ア臨床研修省令第2条に規定する臨床研彦の基本理念にのっとった研彦プログラムを有

していること。

(ア)研修プログラムには、次に掲げる事項が定められていること。

①当該研彦プログラムの特色

②臨床研彦の目標

「臨床研彦の目標」は、「臨床研修の到達酎剰(別添1)を参考にして、臨床

研修病院が当該研修プログラムにおいて研彦医の到達すべき目標として作成するも

のであり、「臨床研彦の到達目標」を達成できる内容であること。

③プログラム責任者の氏名

④臨床研修を行う分野並びに当該分野ごとの研彦期間及び臨床研修病院又は臨床研

修協力施設

「臨床研修を行う分里予」とは、当該研修プログラムにおいて研修医が臨床研修を

受ける診療科等をいうものであること。内科、救急部門、地域医療を「必イ断斗助

とし、外科、麻酔科、小児科、産婦人科及び精神科を「選択必修科目」とするこ

と。

⑤,研修医の指導体制

⑥研修医の募集定員並びに募集及U牛采用の方法

⑦研修医の処遇に関する事項

次に掲げる事工頁をいうものであること。
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(i)常勤又は非常勤の別

(註)研修手当、勤務時間及て淋暇に関する事項

(通)時間外勤務及び当直に関する事項

(iv)研彦医のための宿舎及て刈丙院内の個室の有無

(V)社会保険・労働保険(公的医療保険、公的年金保険、労働者災害補償保険、雇

用保険)に関する事項

(司)健康管理に関する事項

(血)医師1割賞責イ壬保険に関する亨頁

(血)外部の研修活動に関する尊頁(学会、研究会等への参加の可否及び費用負担の

有無)

q)原則として、研イ修期間全体の8月以上は、基幹型臨床研彦病院で研修を行うもので

あること。さらに地域医療との関係等に酉論、しつつ、全体の研イ彦期間の半分以上に相

当する1年以上を基幹型臨床研彦病院で行うことが望ましいこと。

⑦協力型臨床研修病院と共同して臨床研修を行う場合にあっては、協力型臨床研彦病

院の名称、協力型臨床研修病院が行う研修の内容及ひ期間並びに研修実施責任者及び

指導医の氏名が研彦プログラムに明示されていること。

(エ)臨床研修協力施三艾と共同して臨床研修を行う場合にあっては、臨床研彦協力施ヨ艾の

種呂リ及び名称、臨床研修協力施設が行う研修の内容及ひ期間並びに研修実施責任者及

てバ研修医の指導を行う者の氏名が研彦プログラムに明示されていること。

(わ研修プログラムに定められた臨床研修を行う分野並びに当該分野ごとの研修期間及

び臨床研修病院又は臨床研彦協力埼艾が次に掲げる事項を満たすものであること。

①研イ彦期間は、原則として合計2年以上とすること。

②臨床研彦を行う分野及び当該分野ごとの研イ彦期間は、研修医の将来のキャリア等

に円滑につながるよう、臨床研修病院の実情及て河修プログラムの特色を考慮して

定めること。必イ断斗目の全て及び5つの選択必イ彦科目のうちの2つの診療科につい

ては、必ず臨床研彦を行うこと。

③原則として、当初の12月の間に内科及び救急部門を研彦し、次の12月の間に地

域医療を研修するとと。なお、研修開始時に研修医の将来のキャリアを考慮した診

療科の研修を一定期間行った後に、必修の診療科の研修を開始することもできるこ

と。

④原則として、内科においては6月以上、救急告舮吼こおいては3月以上、地域医療

においては1月以上の研修を行うこと。
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⑤選択必イ断斗目の各診療科については、研修医の希望に応じていずれの診療科の研

修も確実に実施できるよう、各診療科において到達目標の達成に必要な研修を行う

体制を確保すること。あわせて、臨床研彦病院の判断で適切な研イ修期間を設定する

こと。なお、臨床研修病院の判断で、各研彦プログラムにおいて、選択必イ彦矛斗目の

全部または一部を必ず研修する診療科目として扱うこともできること。

⑥必修科目及び選択必、,饗斗目以外の研イ修期間は、研虜医が積極的に研修プログラム

を選択し、臨床研修に取り組むことができるよう、地域や病院の特色をいかし、更

に臨床研彦を充実させるために活用すること。

⑦臨床研修を行う分野ごとの研イ彦期間は、①から⑥までを踏まえて多様に設定する

ものであるが、研修プログラムの特色や指導体制等各病院における体制によって

は、例えば、当初の 12月について、内科において6月の研彦、救急告舮qにおいて

3月の研虜を行うとととし、選択必イ断斗目のうち2つの診療科において3月の研修

の後、次の 12月について、地域医療において1月の研修を行った後に、将来専問

とする診療科に関連した診療科を中心に研修を行うことが考えられること。また、

当初の 12月について、まず、将来専門としたい診療科で3月の研修を行った後

に、内科において6月の研修、救急告β門において3月の研修を行うこととし、次の

12月について、地域医療において1月の研修、選択必イ修の診療科のうち2つの診療

科において一定の期間の研修を行った後に、残りの期間を将来専門としたい診療科

において研虜を行うこと、もしくは、当初の 12月について、内科において6月の

研彦、救急部門及び外科においてそれぞれ3月の研彦を行うこととし、次の 12月

について、地域医療を3月行った後、麻酔科、小児科、産婦人科、精神科のうち、

3つの診療科においてそれぞれ3月の研彦を行うことなども考えられるとと。

⑧救急告舮吼こついては、救急部(救急告Kがない場合には救急外来)等を適切に経験

させることにより対応すること。

⑨総合診療科等、臨床研彦を行う診療科の名称が必イ断斗目又は選択必修科目の診療

科等の名称と異なる場合であっても、当i亥診療科における研修内容が必修科目又は

選択必イ断斗目のいずれかの診療科等の研修内容と同じものであるときには、研修内

容に応じて、当ヨ亥診療科における研イ彦期間を、相当する必イ彦科目又は選択必イ野斗目

の診療科等の研イ彦期間として差し支えないこと。

⑩地域医療については、適切な指導体制の下で、患者が営む日常生活や周主する地

域の特陛に即した医療(在宅医療を含む)について理角羣し、実践するという考え方

に基づいて、へき地・離島診療所、中小病院・診療所等を適宜選択して研修を行う
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ことまた、研修を行う病院又は診療所については、各都道府県に設置されている

地域医療対策協議会や、関係する地方公共団体の意向を踏まえるなど、地域の実情

に応じて選定するよう配慮すること。

⑪臨床研修協力施ヨ艾と共同して臨床研彦を行う場合には、原則として、臨床研彦協

力施設における研イ彦期間を合計3月以内とすること。ただし、地域医療に対する配

慮から、へき地・離島診療所等における研イ修期間についてはこの限りでないこと。

(カ)研修医の募集定員が 20 人以上の基幹型臨床研修病院は、将来小児科医になること

を希望する研修医を対象とした研修プログラム及び将来産科医になることを希望する

研修医を対象とした研彦プログラム(募集定員各2人以上)を必す恬旻けること。

イ医療法施行規則(昭和23年厚生省令第50号)第19条第1項第1号に規定する員数

の医師を有していること。

医師数については、「医療法第 21条の規定に基づく人員の算出に当たっての取扱い

等にっいて」(平成10年6月26日付け健政発第7フ7号、医薬発第574号)に定める常

勤換算により算出された医師(研修医を含む。)の数をいうものであること。

ウ臨床研修を行うために必要な診療科を置いていること。

「臨床研修を行うために必要な診療科を置いていること」とは、当該病院と協力型臨

床研修病院の診療科とを合わせて、原則として、内科、外科、小児科、産婦人科及び精

神科の診療科を標ぽうしていることをいうものであること。

工救急医療を提供していること。

「救急医療を提供していること」とは、救急告示病院又は医療計画上、初期救急医療

機関、第二次救急医療機関若しくは第三次救急医療機関として位置付けられている病院

であって、初期救急医療を実施しており、適切な指導体制の下に救急医療に係る十分な

症例が確保できるものであることをいうこと。

オ臨床研修を行うために必要な症例があること。

「臨床研修を行うために必要な症例があること」とは、「臨床研修の到達目標」を達

成するために必要な症仮jが確保されていることをいうものであること。入院患者の数に

ついては、年間3,000人以上であること。

当該病院における症例としては、内科及び救急部門について、その疾患等に過度の偏

りがないことが望ましいこと。このため、特定の分野の専門的医療を専ら行う病院が基

幹型臨床研修病院となることは望ましくないこと。

各診療科での研修に必要な症例については、当該病院と協力型臨床研修病院及び臨床

研修協力施三艾の症例と合わせて必要な症例があること。例えば、救急部門を研修する病
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院にあっては救急患者の取扱件数が年間5,000件以上、内科、外科、小児科、産婦人科

及び精神科については、年間入院患者数 100 人(外科にあっては研修医1人あたり50

人以上)、産婦人科を研修する病院の分娩数については年間350件又は研修医1人あた

り10件以上が望ましいとと。

力臨床病理検討会(CPC)を適切に開催していること。

キ臨床研修の実施に関し必要な施設及ひ殷備を有していること。ただし、共同して臨床

研修を行う臨床研修協力施ヨ艾が医療機関である場合にあっては、当該病院及び臨床研修

協力施ぎ艾が、それぞれの担当する臨床研修の実施に関し必要な施設及ひ設備を有してぃ

ること。

「臨床研修の実施に関し必要な施ヨ斐及ひ殷備を有していること」とは、臨床研修の実

施に関し必要な施設のほか、臨床研修に必要な図書又は雑誌を有しており、また、原則

として、インターネットが利用できる環境(Medline 等の文献データベース、教育用コ

ンテンツ等が利用できる環境)が整備されていることをいうものであること。さらに、

次に掲げる施設及ひ設備を備えていることが望ましいこと。

⑦研修医のための宿舎及て陶刊彦医室

(イ)医学教育用シミュレーター(切開及び縫合、直腸診、乳房診、二次救命処置

(Advanced cardiovascular Life support:AC L S)、心、音又は呼吸音の聴診等の

訓練用機キオ)、医学教育用ビデオ等の機材

ク患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。

「患者の病歴に関する清報を適切に管理していること」とは、病歴管理者が選任され

ており、診療に関する諸記録(診療録、病院日誌、各科診療日誌、処方せん、手林藷己

録、看護記録、検査所見記録、エックス線写真、紹介状、退院した患者に係る入院期間

中の診療経過の要約等)の管理が適正になされていることをいうものであること。

ケ医療に関する安全管理のための体制を確保していること。

「医療に関する安全管理のための体制を確保していること」とは、医療法施行規則第

1条のⅡ第1項及び第2項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を満たすことを

いうものであること。

(ア)医療に係る安全管理を行う者(以下「安全管理者」という。)を配置すること。

安全管理者とは、当該病院における医療に係る安全管理を行う部門(以下「安全管

理部門」という。)の業務に関する企画立案及ひ言到西、当該病院内における医療安全

に関する職員の安全管理に関する意識の向上や指導等の業務を行うものであり、次に

掲げる基準を満たす必要があること。
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①医師、歯科医師、薬邦旧市又は看護師のうちのいずれかの資格を有していること。

②医療安全に関する必要な知識を有していること。

③当該病院の安全管理部門に所属していること。

④当該病院の医療に係る安全管理のための委員会(以下「安全管理委員会」とい

う。)の構成員に含まれているとと。
j

(イ)安全管理部門を設置すること。

安全管理部門とは、安全管理者及びその他必要な職員で構成され、安全管理委員会

で決定された方針に基づき、組織横断的に当該病院内の安全管理を担う部門であっ

て、次に掲げる業務を行うものであること。

①安全管理委員会で用いられる資料及ひ議事録の作成及び保存、その他安全管理委

員会の庶務に関すること。

②事故等に関する診療録や看護記録等への記載が正確かつ十分になされていること

のる寉認を行うとともに、必要な指導を行うこと。

③患者や家族への説明など事故発生時の対応状況について確認、を行うとともに、必

要な指導を行うこと。

④事故等の原因究明が適切に実施されていることを確認、するとともに、必要な指導

を行うこと。

⑤医療安全に係る連絡調整に関すること。

⑥医療安全対策の推進に関すること。

(ウ)患者からの相談に適切に応じる体制を確保すること。

「患者からの相談に適切に応じる体制を確保することとは、当該病院内に患者相

談窓口を常設し、患者等からの苦情や相談に応じられる体制を確保するものであり、

次に掲げる基準を満たす必要があること。また、これらの苦情や相談は当該病院の安

全対策等の見直しにも活用されるものであること。

①患者相談窓口の活動の趣旨、設置場所、担当者及びその責任者、対応時間等につ

いて>患者等に明示されていること。

②患者相談窓口の活動に関し、相談に対応する職員、相談後の取扱い、相談情報の

秘密保護、管理者への報告等に関する規約が整備されていること。

③患者や家族等が相談を行うことにより不利益を受けないよう、適切な配慮がなさ

れていること。

コ研彦管理委員会を設置していること。

'研修管理委員会は、 6①を満たすものであること。

L

.

"入
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サプログラム責任者を適切に配置していること。

「プログラム責任者を適切に配置していることとは、当該病院又は協力型臨床研修

病院のいずれかにおいて、 6(3)を満たしたプログラム責任者が、研修プログラムごと

に配置されていることをいうものであること。ただし、20人以上の研修医がーつの研修

プログラムに基づいて臨床研修を受ける場合には、原則として、プログラム責任者とと

もに、副プログラム責任者を配置し、プログラム責任者及び副プログラム責任者の受け

持つ研修医の数が1人当たり20人を超えないようにするとと。

シ適切な指導体制を有していること。ただし、臨床研修協力旛艾と共同して臨床研修を

行う場合にあっては、臨床研修病院群における指導体制が適切なものであること。

(ア)「適切な指導体制を有していることとは、後述する6④を満たした指導医が、
1

原則として、内科、救急告開サ、外科、麻酔科倍閉の、小児科、産婦人科及び精神科

の診療科倍閉ヨ)並びに当該研修プログラム独自で必修科目としている診療科倍β

門)に配置されており、個々の指導医が、勤務体制上指導時間を十分に確保できるこ

とをいうものであること。指導にあたっては、研修医5人に対して指導医が1人以上

配置されていること。また、指導医は研修医に対する指導に関する責任者又は管理者

の立場にあるものであり、指導医が研修医を直接指導することだけでなく、指導医の

指導監督の下、上級医(研修医よりも臨床経験の長い医師をいう。以下同じ)が研修

医、を直接指導すること(いわゆる「屋根瓦方式」)も想定していること。その他の研

修分野についても、適切な指導力を有している者が、研彦医の指導に当たること。

(イ)休日・夜間の当直における指導体制については、電Z舌等により指導医又は上級医に

相談できる・体制が確保されるとともに、研修医1人で対応できない症例が想定される

場合には、指導医又は上級医が直ちに対応できるような体制(オンコール体佑のが確

保されていること。また、休日・夜間の当直を1年次の研修医が行う場合にっいて

は、原貝1ルして指導医又は上級医とともに、 2人以上で行うこと。

(ウ)精神科の研修を行う臨床研修病院又は臨床研修協力施設においては、精神保健福祉

士、イ乍業療法士その他診療要員を適当数酉三置していることが望ましいこと。

①研修医手帳を作成し、研修医が当該手帳に研修内容を記入するよう指導すること。

また、研彦医が担当した患者の病歴や手林テの要約を作成するよう指導するとと。

ス研彦医の募集定員が、研修医の適正配置の観点から適切であること。

「研修医の募集定員が、研修医の適正配置の観点から適切であることとは、研修医

の募集定員が以下の(ア)若しくは(イ)の数値を超えないか、又は後述の 22 により都道府

県が調整した募集定員であること。

r'、、
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⑦研修医の募集を行う年度を起点として当該病院の過去3年間の研修医の受入実績の

最大値(後述の 23 により加算された募集定員に係る研修医の受入実績を除く。)。

ただし、当該病院からの医師υ天遣等の実績を勘案し⑦、(エ)に規定する方法により定

める数を加算する。((ア)から求められる数値を「A」とする。以下同じ。)

q)当該病院が所在する都道府県内にある臨床研修病院及び大学病院の⑦により算出

された募集定員の合計(当該合計数値を「A'」とする。以下同じ。)が、け)に規

定する当該都道府県の募集定員の基礎数(当該基礎数値を「B」とする。以下同

じ。)を超える場合は、以下の計算式により算出した値(小数点以下の端数を生じた

場合は四捨五入した値)とする。ただし、病院が希望する募集定員(当該希望数値を

「c」とする。以下同じ。)が、それを下回る場合はCの値とする。

AXB/A'ただし、Cが当該値を下回る場合はC

(ウ)(ア)において加算する数値については、研修医の募集を行う年度の前年度末の時点

において医師υ障貴等が行われている常勤の医師数が 20 人以上の場合を1とし、 5人

増える毎に1を加え、 80人以上の場合を13とする。

(エ)(ウ)にいう「医師υk遣等」とは、①~⑤のすべてを満た,サ昜合とする。

①以下のア)からウ)までに揚げる場合のいずれかに当てはまること。

ア)病院が、当該病院に勤務する医師を、出向などにより、当該病院以外の受入病

院に勤務させる場合

イ)病院が、当該病院に勤務経験のある医師を、当該病院以外の受入病院との主た

る調整役として、当該病院以外の受入病院に勤務させる場合

ウ)病院が、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備

等に関する法律(昭和60年法律第88号)に基づき、地域医療の確保等のために

医師を派遣する場合

②文寸象となる医師は、医師免許取1昇1妾7年以上 15年以下の臨床経験を有し、受入

病院で常勤として勤務すること。

③受入病院で勤務する期間が継続して1年以上3年以下であること。

④各都道府県に設置されている地域医療対策協議会や関係する地方公共団体などの

意向を踏まえた医師υ龍等であること。

⑤開設者が同一の病院間において行われている医師派遣等や、受入病院との相互の

交流として行われている医師抄k遣等ではないこと。

け) q)にいう「当該都道府県の募集定員の基礎数」とは、・以下の計算式により算出し

た数値をいう。

12



D十E十F十G十H

D:次のD1とD2のうちの多い方の数値の全国に対する割合で全国の研修医総数の

推計値を按分した数値

DI:全国の研修医総数の推計値 X 当該都道府県の人口/全国の総人口

D2:全国の研修医総数の推計値 X 当該都道府県内の大学医学部の入学定員の

合計/全国の大学医学部の入学定員の合計

E :100平方km当たりの医師数が全国の平均値よりも少ない都道府県にっいてはDに

0.07 を乗じた数値とし、100平方km当たりの医師数が30未満の都道府県にっい

てはDに0.1を乗じた数値

F: D X 籬島人口 X 6 /当該都道府県の人口

G :人口に占める高齢者(65歳以上)人口の割合が全国の平均値よりも多い都道府県

についてはDに0.06を乗じだ数値

H :人口 10 万人当たりの医師数が全国の平均値よりも少ない都道府県にっいてはD

に0.06を乗じた数値

(カ)(わで用いる数値については以下のとおりとする。

①研彦医の数については、研修医の募集を行う年度1学年分の研修医の数

②人口(高齢者(65 歳以上)の人口を含む。)にっいては、直近の推計人口(総務

省)の値

③大学医学部の入学定員については、研彦医の募集を行う年度の数値

④大学医学部の入学定員のうち、平成 22年度より設定されている、大学医学部入学

定員の増員に伴う特定の地域医療への従事を条件とする地域枠であって、他の都道

府県の大学医学部で養成される数の取扱いにっいては、地域枠を有している都道府

県において、上限を増やす必要性に応じ、当該大学の所在地である他の都道府県と

の間でその数を調整すること。

⑤都道府県の面積にっいては、直近の全国市町村要覧(総務省)における数値

⑥医師数については、直近の医師・歯科医師・薬剤師調査による数値

⑦離島人口は、雛島振興法(昭和27年法律第72号)、小笠原諸島振興開発特別措置

法(昭和44年法律第79号)、奄美群島振興開発特別措置法(昭和29年法律第189

号)及び沖ネ尾振興特別措置法(平成14年法律第H号)に基づき指定されてぃる離

島の直近の人口の値

(キ)新たに基幹型臨床研修病院の指定を受ける場合にあっては、初めて研修医を募集す

る年度の研修医の募集定員を2人とすること。

L
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セ受け入れる研彦医の数が、臨床研修を行うために適切であること。

(ア)臨床研修を行うために適切な研修医の数は、プライマリ・ケアの基本的な診療能力

を修得するのに必要な症例を勘案したものとするが、原貝1ルして、.病床数を 10 で除

した数又は年間の入院患者数を 100で除した数を超えないものであること。この場合

において、研修医の数とは、当該病院において受け入れているすべての研修医の数を

いい、 1年次及び2年次の研修医の数を合計したものであること。受け入れる研修医

の数は、臨床研修病院群を構成する臨床研修病院ごとに適切な数である必要があるこ

と。

(イ)指導医1人が指導を受け持つ研彦医は、 5人までとすること。

⑦原則として、研修プログラムごとに2人以上の研修医を毎年継続して受け入れるこ

とができる体制であること。

ソ・研修医の募集及て際用の方法が臨床研彦の実施のために適切なものであること。

「研修医の募集及て際用の方法が臨床研修の実施のために適切なものであること」と

は、原則として、公募による採用が行われることをいうものであること。

タ研修医に対する適切な処遇を確保していること。ただし、臨床研修協力施設と共同し

て臨床研修を行う場合にあっては、当該病院及び臨床研修協力施設のそれぞれにおい

て、研彦医に対する適切な処遇が確保されていること。

チ協力型臨床研彦病院として研修医に対して臨床研修を行った実績があること。

「協力型臨床研修病院として研修医に対して臨床研修を行った実績があること」と

は、協力型臨床研虜病院として、研修医に対して2年間臨床研修を行ったことに相当す

る実磧があることをいうものであること。当該実績とは、研修医の受入が2年以上ない

ことにより、研修病院の指定を取り消された病院にあっては、指定を取り消された後、

協力型臨床研彦病院として、研修医に対して2年間臨床研修を行ったことに相当する実

績があることをいうものであること。

ツ協力型臨床研修病院、臨床研修協力施設(病院又は診療所に限る)又は大学病院と連

携して臨床研彦を行うこと。

大学病院などの地域の中核病院を中心とした臨床研修病院群の形成を促進し、地域で

連携して医師を育成する観点から、協力型臨床研修病院、臨床研修協力施設(病院又は

診療所に限る)又は大学病院と連携して、臨床研修を行うものであり、病期や疾病領域

等をはじめとした医療機能の観点から、頻度の高い疾病等について様々なバリエーショ

ンの経験及び能力形成が可能となるものであること。

テ臨床研彦病院群を構成する関係施ヨ斐相互間で緊密な連携体制を確保していること。
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⑦「緊密な連携体御山とは、医師の往来、医療機器の共同利用等、診療及び臨床研修

について機能的な連携が具体的に行われている状態をいうものであること。

(イ)地域医療のシステム化を図り、臨床研修病院群における緊密な連携を保っため、臨

床研修病院群を構成する臨床研修病院及び臨床研修協力施設(病院又は診療所に限

る)は、原則、同一の二次医療圏内又は同一の都道府県内にあることを基本とし、そ

れらの地域を越える場合は、以下のような正当な理由があること、。

①へき地・雛島等を含めた医師不足地域における地域医療研彦であること。

②生活圈を同じくする県境を越えた隣接する二次医療圏における協力型病院及び研

修協力施三斐との連携であること。

③その他、基幹型病院と地域医療の上で連携が強く、十分な指導体制のもとで様々

なバリエーションの経験及び能力形成が可能であり、一般的な診療において頻繁に

関わる負傷又は疾病に適切に対応できるような基本的な診療能力を身に付けること

のできる良質な研彦が見込まれる場合であること。

(ウ)'指定後におし,、ても、臨床研修病院群を構成する関係施設、特に協力型臨床研修病院

については、研修医の受入実績を十分に踏まえて臨床研修病院群の見直しを行ってぃ

くよう努めること。

ト協力型臨床研修病院として共同して臨床研修を行う病院が、 5②の協力型臨床研修

病院の指定の基準に適合していること。

ナ第三者によるヨ平価を受け、その結果を公表するよう努めること。

医療法第30条の12に基づき地域医療の確保のための協議や施策の実施に参加するよ

う都道府県から求めがあった場合には、これに協力するよう努めること。

②協力型臨床研虜病院の指定の基準

厚生労働大臣は、協力型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者から指定の

申請があった場合において、当該病院が次に掲げる事工頁に適合していると認めるときでな

ければ、協力型臨床研彦病院の指定をしてはならないこと。

なお、アからケまでの各項目については、以下に特に定めるもののほか、(1)の各項目

において示した内容に準じること。

ア臨床研修省令第2条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラムを有

していること。

イ医療法施行規目、リ第19条第1項第1号に規定する員数の医師を有していること。

ウ臨床研修の実施に関し必要な施ぎ艾及ひ設備を有していること。

工患者の病歴に関する清報を適切に管理していること。

15



オ医療に関する安全管理のための体制を確保していること。

力適切な指導体制を有していること。

当ヨ亥施,設における臨床研修の実施を管理する研修実施責任者を配置していること。

キ受け入れる研彦医の数が、臨床研修を行うために適切であること。

ク研修医の募集及て課用の方法が臨床研修の実施のために適切なものであること。

ケ研修医に対する適切な処遇を確保していること。

コ基幹型臨床研修病院として共同して臨床研修を行う病院が、①の基幹型臨床研修病

院の指定の基準に適合していること。

(3)厚生労働大臣は、臨床研修病院の指定の申請があった場合において、当該病院が次に掲

げる事項のいずれかに該当するときは、臨床研彦病院の指定をしてはならないこと。

ア後述する H により臨床研修病院の指定を取り消され、その取消しの日から起算して

2年を経過していないこと。

イその開設者又は管理者に医事に関する犯罪又は不正の行為があり、臨床研修を行うこ

とが適当でないと認められること。

④①及び②の臨床研修病院の指定の基準については、臨床研修病院において年間を通じ

て常に遵守されていなけれぱならないこと。

6 研修管理委員会等の要件

臨床研修を実施している間、指導医等の研修医の指導に当たる者は、適宜、研修医ごとの

研修の進捗状況を把握・詔西し、修了基準に不足している部分を補い、あらかじめ定められ

た研修期間内に臨床研彦を修了することができるよう酉三慮しなければならないこと。

①研修管理委員会

ア基幹型臨床研修病院の研修管理委員会は、次に掲げる者を構成員に含まなければなら

ないこと。

⑦当該病院の管理者又はこれに準ずる者

(イ)当該病院の事務部門の責任者又はこれに準ずる者

(の当該研修管理委員会が管理するすべての研修プログラムのプログラム責任者

①臨床研修病院群を構成するすべての関係延艾の研修実施責任者

イ研修管理委員会の構成員には、当該臨床研虜病院及び臨床研修協力施ヨ艾以外に所属す

る医師、有識者元等を含むこと。

ウ研修管理委員会は、研修プログラムの作成、研修プログラム相互間の調整、研修医の

管理及び研修医の採用・中断・修了の際の評価等臨床研修の実施の統括管理を行うこ

と。
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工研修管理委員会は、必要に応じてプログラム責任者や指導医から研修医ごとの研イ修進

捗状況について情報提供を受ける等により、研修医ごとの研修進捗状況を把握・評価

し、修了基準に不足している部分についての研修が行えるようプログラム責任者や指導

医に指導・助言tる等、有効な研修が行えるよう酉論しなけれぱならないこと。

(2)基幹型臨床研虜病院の管理者

基幹型臨床研彦病院の管理者(以下この項及て斯妾述する17から19までにおいて「管理

者」という。)は、責任をもって、受け入れた研修医についてあらかじめ定められた研修

期間内に臨床研修が修了できるよう努めなければならないこと。

また、研彦医に対して後述する17(1)工の臨床研修中断証を交付するような場合におい

ても、管理者は当該研修医に対し、適切な進路指導を行うものであること。

なお、管理者は、研彦医が男女を問わずキャリアを継続させて、生涯にわたり自己研鎖

を続ける意欲と態度を有することができるよう、研修医が自らのキャリアパスを主体的に

考える機会が得られるよう努めるとともに、出産育児等の支援体制の強化に向け、配偶者

を含めた休H段取得等に対する研彦病院内の理角羣の向上を図ること。

(3)プログラム責任者

アプログラム責任者は、臨床研修を行う病院(臨床研修協力施ヨ艾を除く。)の常勤の医

師であって、指導医及て閉〒修医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有して

いるものでなければならないこと。

(ア)'プログラム責任者は、研修プログラムごとに1人配置されるこどが必要であるが、

研彦実施責任者及て沸導医と兼チ劣することは差し支えないこと。

(イ)「指導医及て陶〒修医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有してぃるも

の」とは、原則として、 7年以上の臨床経験を有する者であって、プライマリ・ケア

を中心とした指導を行うことのできる経験及び能力を有しているものをいうものであ

ること。この場合において、臨床経験には臨床研修を行った期間を含めて差し支えな

いこと。

(ウ)プログラム責任者は、プライマリ・ケアの指導方法等に関する講習会を受講してぃ

ること。

(エ)プログラム責任者は、研修プログラムの実施を管理し、適切な指導体制の確保に資

するためのi茸習会を受講していることが望ましいこと。

イプログラム責任者は、次に掲げる事項等、研修プログラムの企画立案及び実施の管理

並びに研彦医に対する助言、指導その他の援助を行うこと。

⑦研修プログラムの原案を作成すること。
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(イ)定期的に、さらに必要に応じて随時研修医ごとに臨床研修の目標の達成状況を把

握・評価し、研修プログラムにあらかじめ定められた研イ彦期間の終了の時までに、修

了基準に不足している部分についての研修が行えるよう指導医に情報提供する等、す

べての研修医が臨床研修の目標を達成できるよう、全研イ彦期間を通じて研修医の指導

を行うとともに、研修プログラムの調整を行うこと。

⑦研修医の臨床研彦の休止に当たり、研修休止の理由の正当性を判定すること。

(エ)研修プログラムにあらかじめ定められた研彦期間の終了の際に、研修管理委員会に

対して、研修医ごとに臨床研彦の目標の達成状況を報告すること。

④指導医等

ア指導医は、常勤の医師であって、研修医に対する指導を行うために必要な経験及び能

力を有しているものでなければならないこと。

(ア)「研修医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有しているもの」とは、

原則として、 7年以上の臨床経験を有する者であって、プライマリ・ケアを中心とし

た指導を行うことのできる経験及び能力を有しているものをいうものであること。
^

、^

の場合において、臨床経験には臨床研修を行った期間を含めて差し支えないこと。

q)指導医は、プライマリ・ケアの指導方法等に関する講習会を受講していること。

イ指導医は、担当する分野における研彦期間中、研修医ごとに臨床研修の目標の達成状

況を把握し、研修医に対する指導を行い、担当する分野における研虜期間の終了後に、

研修医のZ平f西をプログラム責任者に報告すること。

⑦指導医は、研修医のi判西に当たっては、当該研修医の指導を行い、又は研修医と共

に業務を行った医師、看護師その他の職員と十分清報を共有し、各職員による評価を

把握した上で、責任をもってヨ剰西を行わなければならないこと。

q)指導医は研修医と十分意思疎通を図り、実際の状況と評価に乘離が生じないように

努めなければならないこと。

⑦研修医による指導医の評価についても、指導医の資質の向上に資すると考えられる

ことから、実施することが望ましいこと。

ウ臨床研修協力嬬艾等における研彦実施責任者や指導者についても、指導医と同様の役

割を担うものであること。

7 臨床研彦病院指越正の交付

厚生労働大臣は、臨床研修病院を指定した場合にあっては、当該指定を受けた病院に対し

て臨床研彦病院指越正を交付するものとする。

なお、臨床研修病院指定§正の交付を受けた臨床研修病院の開設者は、当該指定が取り消さ
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れたときは、臨床研彦病院指定証を当該臨床研修病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福

祉部医事課あてに返還すること。

8 臨床研修病院の変更の届出

①基幹型臨床研彦病院の変更の届出

ア基幹型臨床研修病院の開設者は、当該病院に関する次に掲げる事項に変更が生じたと

きは、その日から起算して1月以内に、臨床研修病院変更届出書(様式7)をもって、

その旨を厚生労働大臣に届け出なければならないこと。

⑦開設者の氏名及びイ主所(法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地)

(イ)管理者の氏名

(ウ)名称

①診療科名

(わプログラム責任者

①指導医及びその担当分野

(キ)研修医の処遇に関する事項

⑦臨床研修協力施ヨ艾と共同して臨床研修を行う場合にあっては、当該臨床研修協力施

設に係る次に掲げる事項

①開設者の氏名及びイ主所(法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地)

②管理者の氏名

③名称

④研修医の処遇に関する事項

⑤研修医の指導を行う者及ぴその担当分野

⑥臨床研修協力施ヨ艾が医療機関である場合にあっては診療科名

イ臨床研修病院変更届出書は、当該基幹型臨床研彦病院の所在地を管轄する地方厚生局

健康福ネ[暗3医事課あてに遡寸すること。

ウ共同して臨床研修を行う協力型臨床研修病院から臨床研彦病院変更届出書の遡寸を受

けた基幹型臨床研修病院の開設者は、速やかに当該臨床研修変更届出書を当該基幹型臨

床研彦病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送イ寸すること。

②協力型臨床研彦病院の変更の届出

協力型臨床研彦病院の開設者は、当該病院に関する次に掲げる事項に変更が生じたとき

は、その日から起算して1月以内に、臨床研修病院変更届出書(様式7)をもって、その

旨を共同して臨床研修を行う基幹型臨床研修病院の開設者を経由して厚生労働大臣に届け

出なけれぱならないこと。
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ア開設者の氏名及び住所(法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地)

イ管理者の氏名

ウ名称

工診療科名

オプログラム責任者

力指導医及びその担当分野

キ研修医の処遇に関する事項

9 研修プログラムの変更又は新設の届出

①研修プログラムの変更

研修プログラムの変更とは、研修プログラムのうち、次に掲げる事項を変更することを

いうものであること。

ア臨床研修の目標

イ臨床研修を行う分野

ウ臨床研修を行う分野ごとの研イ彦期間

工臨床研修を行う分野ごとの臨床研修を行う病院

オ研修医の募集定員

②基幹型臨床研彦病院の研修プログラムの変更又は新設の届出

ア基幹型臨床研修病院の開設者は、研彦プログラムを変更する場合又は新たに研修プロ

グラムを設ける場合には、当該研修プログラムに基づく臨床研修を行おうとする年度の

前年度の4月30日までに、当該研修プログラムに関し、次に掲げる書生頁を添えて研修

プログラム変更・新設届出書(様式8)を厚生労働大臣に提出しなければならないこ

と。

(ア)変更又は新設に係る研修プログラム(研修プログラムの変更の場合にあっては、変

更前及ひ変更後の研修プログラム)

(イ)研修プログラムの変更の場合にあっては、変更する箇所を記載した書生頁(変更部分

に下線を付した変更前及ひ変更後の研修プログラムでも差し支えない。)

⑦臨床研修病院群を構成する関係施三艾相互間の連携体制を記載した書ま頁

イ基幹型臨床研修病院の開設者は、当該病院に関する研修プログラム変更・新設届出書

及び淵寸書類と、共同して臨床研修を行う協力型臨床研修病院に関する研彦プログラム

変更・新設届出書とを、一括して当該基幹型臨床研修病院の所在地を管轄する地方厚生

局健康福祉部医事課あてに遡寸すること。

③協力型臨床研修病院の研修プログラムの変更又は新設の届出
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協力型臨床研修病院の開設者は、研修プログラムを変更する場合又は新たに研修プログ

ラムを設ける場合に、は、当該研彦プログラムに基づく臨床研修を行おうとする年度の前年

度の4月30日までに、当該研修プログラムに関し、研修プログラム変更・新設届出書

(様式8)を、共同して臨床研修を行う基幹型臨床研修病院の開設者を経由して厚生労働

大臣に提出しなければならないこと。

(4)現に研修医を受け入れている臨床研修病院は、当該研彦医が研修を修了し、又は中断す

るまでの間、当該研修医が受ける臨床研修に係る研彦プログラムの変更をしてはならない

こと。

(5)④にかかわらず、やむを得ない場合にあっては、研修プログラムの変更を行うことも

認められること。この場合において、臨床研修病院の開設者は、速やかに、(2)から(3)ま

での届出を行わなければならないこと。

10 臨床研修病院の行う臨床研彦

臨床研修病院は、'臨床研彦病院の指定申請の際に提出し、又は研彦プログラムの変更若し

くは新設の届出を行った研彦プログラム以外の研修プログラムに基づいて臨床研修を行って

はならないこと。

H 研修医の募集の際の研修プログラム等の公表

臨床研修病院の管理者は、研修医の募集を行おうとするときは、あらかじめ、研修プログ

ラムとともに、次に掲げる亨頁を公表しなければならないこと。

(1)研修プログラムの名称及て噸要

②研彦医の募集定員並びに募集及吋采用の方法

(3)研彦の開始時期

(4)研彦医の処遇に関する事項

(5)臨床研彦病院の指定について申請中である場合には、その旨

(6)研修プログラムの変更又は新設の届出を行った場合(当該届出を行おうとしてぃる場合

を含む。)には、その旨

12 臨床研修病院の年次報告

①基ず〒雪!臨床研修病院の年次報告

ア、基幹型臨床研修病院の開設者は、毎年4月30日までに、当該病院に関する年次報告

書(様式8)を厚生労働大臣に提出しなけれぱならないとと。また、臨床研修協力嬬艾

と共同して臨床研修を行う場合にあっては、臨床研修協力施三艾概況表(様式9)を淵寸

すること。

イ基幹型臨床研修病院の開設者は、当該病院に関する年次報告書及び測寸書類と、共同
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して臨床研修を行う協力型臨床研虜病院に関する年次報告書とを、一括して当該基幹型

臨床研修病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福お培"医事課あてに遡寸すること。

②協力型臨床研修病院の年次報告

協力型臨床研修病院の開設者は、毎年4月30日までに、当該病院に関する年次報告書

(様式8)を、共同して臨床研修を行う基幹型臨床研修病院の開設者を経由して厚生労働

大臣に提出しなければならないこと。

13 臨床研修病院に対する厚生労働大臣の報告の徴収及て陛旨示

①厚生労働大臣は、臨床研修の実施に関し必要があると認めるときは、臨床研修病院の開

設者又は管理者に対して報告を求めることができること。

②厚生労働大臣は、研修プログラム、研修医の募集定員、指導体制、嬬艾、設備、研修医

の処遇その他の臨床研修の実施に関する事項について適当でないと認めるときは、臨床研

修病院の開設者又は管理者に対して必要な指示をすることができること。

③厚生労働大臣は、臨床研修病院群については、基幹型臨床研修病院の開設者又は管理者

に対し、協力型臨床研修病院に関する①の報告の聴取又は②の必要な指示をすることが

できること。

H 臨床研修病院の指定の取消し

厚生労働大臣は、臨床研修病院が次のいずれかに該当するときは、法第16条の2第2項

の規定により臨床研修病院の指定を取り消すことができること。

ア臨床研修病院の区分ごとに、前述5①及び②のそれぞれの臨床研修病院の指定の基

準に適合しなくなったとき(5①オの基準にあたっては、 2年以上にわたり基準に適

合しなかったときに限る。)。

イ前述の5(3)イに該当するに至ったとき。

ウ前述の6及び8から12生でに違反したとき。

工その開設者又は管理者が、前述の13(2)の指示に従わないとき。

オ 2年以上研修医の受入がないとき。

力協力型臨床研修病院のみに指定されている病院が臨床研修病院群から外れたとき。

15 臨床研修病院の指定の取消しの申請

①基幹型臨床研彦病院の指定の取消しの申請

ア基幹型臨床研修病院の開設者は、臨床研修病院の指定の取消しを受けようとするとき

は、あらかじめ指定取消申請書(様式10)を厚生労働大臣に提出しなければならないこ

と。

イ基幹升聖臨床研修病院の開設者は、当該病院に関する指定取消申請書と、共同して臨床
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研修を行う協力型臨床研修病院に関する指定取消申請書とを、一括して当該基幹型臨床

研修病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福ネ婦K医事課あてに遡寸するこど。

②協力型臨床研彦病院の指定の取消しの申請

協力型臨床研修病院の開設者は、臨床研修病院の指定の取消しを受けようとするとき

は、あらかじめ指定取消申請書(様式10)を、共同して臨床研修を行う基幹型臨床研修病

院の開設者を経由して厚生労働大臣に提出しな.ければならないこと。

(3)厚生労働大臣は、①及び(2)の申請があった場合において、当該臨床研彦病院の指定を

取り消すことが相当と認めるときは、その指定を取り消すととができること。

16 臨床研修のヨ判西

①研イ彦期間中の詔西

研イ修期間中のヨ平イ西は、形成的評価により行うことが重要であり、研修医ごとの研修内容

を改善することを主な目的とすること。

研修医及び指導医は、「臨床研彦の目標」に記載された個々の項目にっいて、研修医が

実際にどの程度履修したか随時記録を行うものであること。

研修の進捗状況の記録にっいては、研修医手帳を利用するほか、インターネットを用い

たヨ平イ西システムなどの活用も考えられること。

指導医等は、定期的に、さらに必要に応じて随時研修医ごとに研座の進捗状況を把握.

ヨ平イ西し、研修医が修了基準に不足している部分を研修できるよう酉ι慮すると共に、i平f西結

果を研修医にも知らせ、研修医及て沸導スタッフ間で評価を共有し、より効果的な研修へ

とつなげるものであること。

②研イ彦期間終了時の三平価

研イ彦期、間終了時の評価は、総括的詔西により行い、研修医ごとの臨床研修修了の判断を

行うことをその目的とすること。

研修医の研修期間の終了に際し、プログラム責任者は、研修管理委員会に対して研彦医

ごとの臨床研修の目標の達成状況を報告し、その報告に基づき、研修管理委員会は研修の

修了認定の可否についての評価を行うこと。

評価は、研修実施期間の評価及び臨床研修の目標の達成度の評価(経験目標等の達成度

の評価及び臨床医としての適性の評イ西に分けて行い、両者の基準が満たされた時に修了

と認めるものであること。

なおΥ最終的な認定に当たっては、相対評価ではなく、絶対ヨ平イ西を用いるものであるこ

と。

17 臨床研修の中断及び再開
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①臨床研修の中断

ア'基本的な考え方

臨床研修の中断とは、現に臨床研修を受けている研修医について研修プログラムにあ

らかじめ定められた研彦期間の途中で臨床研修を長期にわたり休止すること、又は中止

することをいうものであること。

イ中断の基準

中断には、「研修医が臨床研修を継続することが困難であると研修管理委員会が評

価、勧告.した場合」と「研彦医から管理者に申し出た場合」の2とおりがあること。

管理者が臨床研修の中断を認めることができるのは、以下のような正当な理由がある

場合であること。

研修プログラムを提供している管理者及て陶〒修管理委員会には、あらかじめ定められ

た研修期間内に研修医に臨床研修を修了させる責任があり、正当な理由がない場合、例

えば、臨床研修病院の研修医に対する不満又は研修医の臨床研彦病院に対する単なる不

満のように、改善の余地がある場合については中断を認めるものではないこと。

⑦研修医が臨床研修をネ迷続することが困難であると研修管理委員会がヨ到西、勧告した

場合

①当該臨床研修病院の廃院、指定の取消しその他の理由により、当該臨床研修病院

における研修プログラムの実施が不可能な場合

②研修医が臨床医としての適性を欠き、当該臨床研修病院の指導・教育によって

も、なお改善が不可能な場合

③妊娠、出産、育児、傷病等の理由により臨床研修を長期にわたり休止又は中止す

る場合

④その他正当な理由がある場合

(イ)研修医から管理者に申し出た場合

①々壬娠、出産、育児、傷病等の理由により,臨床研修を長期にわたり休止又は中止す

る場合

②研究、留学等の多様なキャリア形成のため、臨床研彦を長期にわたり休止又は中

止する場合

③その他正当な理由がある場合

ウ中断の手順

(ア)研修管理委員会は、研修医が臨床研修をホ佳続することが困難であると認める場合に

は、当該研修医がそれまでに受けた臨床研修に係る当該研修医の評価を行い、管理者

J
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に対し、当該研修医の臨床研修を中断することを勧告することができるとと。

(イ)管理者は、⑦の勧告又は研修医の申出を受けて、当該研修医の臨床研修を中断す

ることができること。

⑦臨床研修の中断の検討を行う際には、管理者及て河修管理委員会は当該研修医及び

プログラム責任者や他の研修指導関係者と十分話し合い、当該研修医の臨床研修に関

する正確な情報を十分に把握するものであること。また、臨床研修を再開する場所

(同一の病院で研彦を再開予定か、病院を変更して研彦を再開予定か。)にっいても

併せて検討すること。なお、必要に応じて、それらの経緯や状況等の記録を残してお

くこと。

中断という判断に至る場合には、当該研修医が納得する判断となるよう努めなけれ

ばならないこと。また、必要に応じて事前に管轄する地方厚生局健康福祉部医事課に

相談すること。

工中断した場合

管理者は、研修医の臨床研修を中断した場合には、当該研修医の求めに応じて、速や

かに、当該研修医に対して、当該研修医に関する次に掲げる事項を記載した臨床研修中

断証(様式ID を交付しなければならないこと。このとき、管理者は、研修医の求めに

応じて、臨床研修の再開のための支援を行うことを含め、適切な進路指導を行わなけれ

ばならないこと。さらに、管理者は、速やかに、臨床研修中断幸&告書(様式12)及び当

該中断証の写しを管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに遡寸司・ること。

⑦氏名、医籍の登録番号及び生年月日

(イ)中断した臨床研彦に係る研彦プログラムの名称

⑦臨床研修を行った臨床研修病院(臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行った場

合にあっては、臨床研彦病院及び臨床研彦協力旛劣の名称

①臨床研彦を開始し、及び中断した年月日

け)臨床研修を中断した理由

①臨床研修を中断した時までの臨床研彦の内容及て陶H彦医の評価

②臨床研修の再開

臨床研修を中断した者は、自己の希望する臨床研修病院に、臨床研修中断証を添えて、

臨床研修の再開を申し込むことができること。この場合において、臨床研修中断証の提出

を受けた臨床研彦病院が臨床研修を行うときは、当該臨床研修中断証の内容を考慮した臨

床研彦を行わなければならないこと。

なお、当該管理者は、研修再開の日から起算して1月以内に、臨床研修の修了基準を満
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たすための履修計画表(様式13)を、管轄する地方厚生局健康福杓賠"医事課あてに遡寸す

ること。

18 臨床研修の修了

①臨床研修の修了基準

ア研修実施期間の評価

管理者は、研修医が研イ彦期間の間に、以下に定める休止期間の上限を減じた日数以上

の研彦を実施しなければ修了と認めてはならないこと。

⑦休止の理由

研修休止の理由として認めるものは、傷病、妊娠、出産、育児その他正当な理由

(研修プログラムで定められた年次休暇を含む)であること。

(イ)必要履イ修期間等についての基準

研修期間を通じた休止期間の上限は 90日(研修機関(施ヨ劣において定める休日

は含めない。)とすること。

各研修分野に求められている必要履修期間を満たしていない場合は、休日・夜間の

当直又は選択科目の期間の利用等により、あらがじめ定められた研,多期間内に各研修

分野の必要履イ修期間を満たすよう努めなければならないこと。

⑦休止期間の上限を超える場合の取扱い

研修期間終了時に当該研修医の研修休止期間が 90日を超える場合には、未修了と

するものであること。この場合、原則として引き続き同一の研修プログラムで研修を

行い、90日を超えた日数分以上の日数の研彦を行うこと。

また、必イ断斗目で必要履イ彦期間を満たしていない場合や選択必イ彦科目のうち2つ以

上の診療科を研修していない場合であっても未修了として取扱い、原則として引き続

き同一の研修プログラムで当該研彦医の研修を行い、不足する期間以上の期間の研修

や必要な診療科における研彦を行うこと。

(エ)プログラム責任者の役割

プログラム責任者は、研修休止の理由の正当性を判定し、履修期間の把握を行わな

ければならないこと。研修医が修了基準を満たさなくなる恐れがある場合には、事前

に研修管理委員会に報告・相談するなどして刻策を講じ、当該研修医があらかじめ定

められた研イ彦期間内に研修を修了できるように努めなければならないこと。

イ臨床研修の目標(臨床医としての適性を除く。)の達成度の調西

管理者は、研修医があらかじめ定められた研修期間を通じ、各目標について達成した

力酒;かのヨ平イ西を行い、少なくともすべての必イ彦工頁目について目標を達成しなければ、修
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了と認めてはならないこと。

個々の目標については、研修医が医療の安全を確保し、かっ>患者に不安を与えずに

行うことができる場合に当;亥工頁目を達成したと考えるものであること。

ウ臨床医としての適陛のi平f西

管理者は、研修医が以下に定める各項目に該当する場合は修了と認めてはならないこ

と。

臨床医としての適性の評価は非常に困難であり、十分慎重に検討を行う必要があるこ

と。なお、原則として、当該研修医が最初に臨床研修を行った臨床研修病院において

は、その程度が著しい場合を除き臨床医としての適性の判断を行うべきではなく、少な

くとも複数の臨床研修病院における臨床研修を経た後に評価を行うことが望ましいこ

と。

(ア)安心、安全な医療の提供ができない場合

医療安全の確保が危ぶまれ、又は患者との意思疎通に欠け不安感を与える場合等に

は、まず、指導医が中心となって、当該研修医が患者に被害を及ぼさないよう十分注

意しながら、指導・教育するものであること。十分な指導にもかかわらず、改善がみ

られず、患者に被害を及ぽす恐れがある場合には、未修了や中断の判断もやむを得な

いこと。

一般常識を逸脱する、就業規則を遵守できない、チーム医療を乱す等の問題に関し

では、まず当該臨床研修病院において、十分指導・教育を行うこと。原則として、あ

らかじめ定められた研イ彦期間を通じて指導・教育し、それでもなお医療の適切な遂行

に支障を来,た場合には、未イ彦了や中断の判断もやむを得ないこと。

また、重大な傷病によって適切な診療行為が行えず医療安全の確保が危ぶまれ、又

は患者に不安感を与える等の場合にも、未修了や中断の判断もやむを得ないこと。な

お、傷病又はそれに起因する障害等により当該臨床研修病院では研修不可能である

が、それを補完・支援する環境が整っている他の臨床研彦病院では研修可能な場合に

は、管理者は、当該研彦医が中断をして病院を移ることを可能とすること。

(イ)法令・規則が遵守できない者

医道審議会の処分対象となる者の場合には、法第7条の2第1項の規定に基づく再

教育研修を行うことになること。再教育にも関わらず改善せず>患者に被害を及ぽす

恐れがある場合には、未修了、中断の判断もやむを得ないものとすること。

(2)臨床研修の修了認定

ア研修管理委員会は、研修医の研イ修期間の終了に際し、臨床研修に関する当該研修医の
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評価を行い、管理者に対し、当該研彦医の評価を報告しなければならないこと。この場

合において、研修管理委員会は、臨床研修中断証を提出し臨床研修を再開した研修医に

つぃては、当該臨床研虜中断証に記載された当該研修医の評価を考慮するものとするこ

と。

イ管理者は、アの評価に基づき、研修医が臨床研修を修了したと認めるときは、速やか

に、当該研修医に対して、当該研修医に関する次に掲げる事項を記載した臨床研修修了

証(様式14)を交付しなければならないこと。

⑦氏名、医籍の登録番号及び生年月日

(イ)修了した臨床研彦に係る研修プログラムの名称

⑦臨床研修を開始し、及て刈彦了した年月日

①臨床研修を行った臨床研修病院(臨床研修協力嬬艾と共同して臨床研修を行った場

合にあっては、臨床研彦病院及び臨床研修協力施ヨ劣の名称

ウ管理者は、イに基づく臨床研修修了証の交イ寸後1月以内に、臨床研倒彦了証を交付し

た研修医の氏名及び生年月日を記載した臨床研修修了者一覧表(様式15)を管轄する地

方厚生局健康福ネ'B医事課に提出すること。

また、修了した研彦医に医籍への登録の申請を行うよう尉テすること。

③臨床研修の未修了

ア基本的な考え方

臨床研修の未修了とは、研修医の研イ彦期間の終了に際する評価において、研修医が臨

床研修の修了基準を満たしていない等の理由により、管理者が当該研修医の臨床研修を

修了したと認めないことをいうものであり、原貝1ルして、引き続き同一の研修プログラ

ムで研修を行うことを前提としたものであること。

未修了の検討を行う際には、管理者及て陶〒修管理委員会は当該研修医及て杯升修指導関

係者と十分話し合い、当該研修医の研修に関する正確な情報を十分に把握するものであ

ること。

これらを通じて、最終的に未修了という判断に至る場合であっても、当該研修医が納

得するよう努めなければならないこと。なお、このような場合においては、経緯や状況

等の記録を残しておく必要があること。また、必要に応じて事前に管轄する地方厚生局

健康福祉部医事課に相談をすること。

イ未修了の手順

管理者は、②アの評価に基づき、研修医が臨床研修を修了していないと認めるとき

は、速やかに、当該研彦医に対して、理由を付して、その旨を文書(様式16)で通知し
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なければならないこと。

ウ未修了とした場合

当該研修医は原則として引き続き同一の研修プログラムで研修をホ幽続することとなる

が、その場合には、研修プログラムの定員を超えてしまう事もあり得ることから、指導

医1人当たりの研修医数や研修医1人当たりの症例数等について、研修プログラムに支

障を来さないよう、十分に酉三慮、しなけれぱならないこと。

なお、未修了とした場合には、管理者は、研修を継続させる前に、当該研修医が臨床

研修の修了基準を満たすための履修計画表(様式17)を管轄する地方厚生局健康福ね賠β

医事課あてに送イ寸オ、ること。

19 臨床研修病院の言哉ミの保存

a)管理者は、帳簿を備え、臨床研修を受けた研修医に関する次の尊頁を記載し、当該研修

医が臨床研修を修了し、又は中断した日から5年間保存しなければならないこと。

ア氏名、医籍の登録番号及び生年月日

イ修了し、又は中断した臨床研修に係る研修プログラムの名称

ウ臨床研修を開始し、及て刈彦了し、又は中断した年月日

工臨床研修を行った臨床研修病院(臨床研彦協力施設と共同して臨床研修を行った場合

にあっては、臨床研彦病院及び臨床研修協力施設)の名称

オ修了し、又は中断した臨床研修の内容及て陶刊彦医のヨ平イ西

力臨床研彦を中断した場合にあっては、臨床研彦を中断した理由

(2)(1)に定める保存は、電磁的方法(電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって

は認識することができない方法をいう。)による言己録に係る記録媒体により行うことがで

きること。

20 大学病院と共同して臨床研彦を行う臨床研修病院の樹列

大学病院と共同して臨床研彦を行うことにより、基幹型臨床研修病院又は協力型臨床研修

病院の指定を受けようとする者に対する前述の5①又は②の臨床研修病院の指定の基準の

適用にっいては、当該大学病院を基幹型臨床研修病院又は協力型臨床研修病院の指定を受け

ようとする者とみなすこと。

21 国の開設する臨床研修病院の樹列

国の開設する臨床研修病院の樹列については、臨床研彦省令の定めによること。

22 地域における研虜医の募集定員の調整

地域における臨床研修病院群の形成を促進し、地域医療を安定的に確保するため、都道府

県は、管轄する地域における各病院の研修医の募集定員について、各病院の研修医の受入実
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績、地域の実清等を勘案して、以下の方法により必要な調整を行うことができること。

①都道府県調整枠

全国の研修希望者の推計値に③アに定める募集定員倍率を乗じた数値に、③イに定め

る数値を加えた数値と、前述5①ス(オ)に定める各都道府県の基礎数を全て合計した数値

との差を、都道府県ごとの研修医の直近の受入実績値の割合で按分した数値を「都道府県

調整枠」とすること。

②都道府県の募集定員の上限

当該都道府県の募集定員の基礎数に、都道府県調整枠を加えた数値を、「当該都道府県

の募集定員の上限」とすること。

③募集定員倍率等

ア「募集定員倍率」にっいては、平成28年度研修の 1.18 から平成32年度研修の 1.1

まで徐々に減ずることを基本とするが、毎年の研修医の募集と採用の状況等を適切に勘

案したうえで決定するものであること。

なお、前述5(Dス(オ)に定めるE、 F、 G及びHの合計(地理的条件等の加算)並び

に都道府県調整枠にっいては、募集定員倍率を徐々に 1.1とするなかで、両者の関係を

踏まえつつ決定していくものであること。

イ都道府県調整枠を算出するために①で加える数値は、研修医の募集を行う年度の前

年度の研修における、各都道府県の募集定員の上限と当該都道府県内の全ての病院の募

集定員との差を、全国で合計した数値とすること。

④各都道府県による調整枠の配分

各都道府県は、前述5の①ス⑦又は(イ)により算出された各病院の研修医の募集定員

にっいて管轄する地方厚生局から情報提供を受けたうえで、当該募集定員に加え、都道府

県調整枠を各病院に配分することができること。

また、都道府県調整枠を配分しても、当該都道府県内の各病院の募集定員の合計が都道

府県の募集定員の上限に達していない場合は十当該上限を超えない範囲内で、募集定員を

各病院に配分することができること。

⑤小児科・産科研彦プログラム分の配分

各都道府県は、前述5の①ア(カ)により小児科・産科研修プログラムを設けた病院に対

し、当該研修プログラムの募集定員分として、都道府県調整枠から4を配分すること。

(6ン清報提供された名病院の募集定員の調整

各都道府県は、前述5の①ス(ア)又はq)により算出され、情報提供された各病院の研

修医の募集定員にっいて、その募集定員の合計を超えない範囲内で、必要な調整を行うこ
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とができること。

調整を行う場合には、募集定員の調整を受ける臨床研修病院及び大学病院の同意が得ら

れていること。

(フ)都道府県が基礎数の配分を希望する場合の取扱い

都道府県が希望する場合には、前述5の①ス⑦又はq)により各病院の研修医の募集

定員を算出する方法によらず、当該都道府県が、基礎数を各病院に配分する方法を選択す

ることができる。

この方法を選択する場合には、以下の点に留意すること。

ア基礎数の配分を決めるに当たっては、後述の 24 に定め台地域協議会等、臨床研修に
関して関係者が協議する場において意見を聴くこと。

イ基礎数の配分を決めるに当たっては、病院が行っている医師派遣等の実績を勘案し、

地域医療が安定的に確保されるよう酉三慮すること。

ウ次の手続きを行うこと。

(ア)都道府県は、管轄する地方厚生局に対し、研修医の募集を行う年度の別途定める期

日までに当該方法を選択する旨を申請すること。

(イ)地方厚生局が、⑦の申請内容を確認すること。

(ウ)都道府県は、各病院に対し、前述5の①ス(ア)又はq)により各病院の研修医の莫

集定員を算出する方法によらず、当該都道府県が募集定員を配分する旨を通知するこ

と。

(8)地方厚生局への報告

各都道府県は、前述④から⑦までの方法により募集定員の調整を行った場合は管轄

する地方厚生局が定める期日までに、その調整の結果を当該地方厚生局に提出すること。

(9)都道府県が募集定員の調整を行わない場合、各病院の研修医の募集定員は前述5の①

ス(ア)又はq)の数値を超えないものとすること。

23 都道府県が事務の経由を希望する場合の取扱い

都道府県が、地域における各病院の研修状況を把握し、都道府県調整枠を適切に配分でき

るようにするため、都道府県が希望する場合には、次の(1)に定める書類を都道府県経由で

厚生労働大臣に提出する方法を選択することができること。

(D 都道府県を経由することができる事務手続の書類は以下のものに限られること。

ア臨床研修病院の指定の申請

イ臨床研修病院の変更の届出

ウ研彦プログラムの変更又は新設の届出
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工臨床研修病院の年次報告

オ臨床研修病院の指定の取消しの申請

②都道府県が事務の経由を希望する場合には、次の手続を行うこと。

ア都道府県は、毎年4月30日までに、管轄する地方厚生局に対し、都道府県を経由す

ることとする事務手続の種類及び事務手続ごとの病院から都道府県への提出期限を申請

すること。

イ地方厚生局が、アの申請内容を確認すること。

ウ都道府県は、各病院に対し、都道府県を経由することとする事務手続の種類及び事務

手続ごとの都道府県への提出期限を通知すること。

工都道府県は、申請した各事務手続について、各病院から提出された詠頁に形式的な不

備がないかを確認し、各事務手続について本通知に定める期限までに、当該書ま頁を地方

厚生局に提出すること。

24 臨床研修に関する地域協議会

①地域における研修医の確保、臨床研修の質の向上を図るため、都道府県に、臨床研修に

関して関係者が協議する場(以下「地域協議会」という。)を設けることが望ましいこ

と。

②地域協議会は、都道府県による設置のほか、臨床研修病院、大学病院、特定非営利活動

法人(NPO)等による設置が考えられること。

③地域協議会は、臨床研修病院、大学病院、医療関係団体、行政担当者等から構成され、

以下の項目について協議、検討することが考えられること。

ア地域における臨床研修の質の向上に関すること。

イ地域における研修医の確保に関すること。

ウ地域における研修医の募集定員の調整に関すること。

工地域における指導医の確保、養成に関すること。

オ地域における臨床研修病院群の形成に関すること。

25 研修医の給与について

研修医に決まって支払われる手当(時間外手当、当直手当等を除く。)が、一定額を超え

る場合は、その額に応じ、病院に対して交付する臨床研修費等補助金を一超呈度減額するこ

と。詳細は、臨床研修費等補助金交付要綱において別に定めること。

26 施行期日等

①臨床研修省令は、公布の日から施行すること。

②臨床研修省令は、改正法附則第1条第1号に掲げる規定の施行の際現に改正法第4条の
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規定による改正前の法第 16 条の2第1項の規定による指定を受けている病院が、改正法

附則第1条第1号に掲げる規定の施行の際現に医師免許を受けている者及び当該規定の施

行前に医師免許の申請を行った者であって当該規定の施行後に医師免許を受けたものに対

して臨床研修を行う場合には、適用されないこと。すなわち、次に掲げる臨床研修を行う

場合には、臨床研彦省令は適用されないこと。

ア平成16年4月1日前に開始される臨床研彦

イ平成16年4月1日以後に開始される臨床研修であって、同日前に法第16条の2第1

項の指定を受けている病院が、同日前に医師免許を受けている者及び同日前に医師免許

の申請を行った者であって同日以後に医師免許を受けたものに対して行うもの

(3)②ア及びイの臨床研修を行う場合における臨床研修病院の指定の申請手続、指定の基

準等については、「臨床研修を行う病院の指定に係る申請手続について」(平成6年7月

15日付け健政発第 5駐号)及び「臨床研修病院の指定基準等にっいて」(平成5年,3月

25日付け健政発第197号)によるものであること。

(4)平成16年4月1日以後に開始される臨床研修であって、②イ以外のものを行う場合に

は、臨床研修省令が適用されること。この場合においては、臨床研修病院の指定を受けよ

うとする病院の開設者は、臨床研修省令の規定に従い、臨床研修病院の指定の申請を行わ

なければならず、また、同日前に法第 16 条の2第1項の指定を受けている病院にっいて

も、臨床研修省令の規定に従い、臨床研修を行わなけれぱならないものである.こと。

(5)平成16年4月1日前に法第16条の2第1項の規定による指定を受けている病院にっい

ては、改正法附則第9条(指定病院に係る経過措置)の規定により、改正法による改正後

の法第 16 条の2第1項の規定による指定を受けている病院とみなされるものであるこ

と。具体的には、同日前に、主病院の指定を受けている病院にっいては臨床研修省令に基

づく基幹型臨床研修病院と、従病院の指定を受けている病院にっいては臨床研修省令に基

づく協力型臨床研修病院とみなされるものであること。また、医師法第 16 条の2第1項

に規定する臨床研虜に関する省令の一部を改正する省令(平成21年4月28日公布厚生

労働省'令第105号)の施行前に戦虫型又は管理型臨床研修病院として指定を受けてぃる病

院については、臨床研彦省令に基づく基幹型臨床研修病院とみなされるものであること。

第3 当面の取扱い

1 趣旨

医師臨床研修制度の実施に伴い、医療機関において医師の確保が困難となる可能性など、

地域医療に与える影響を懸念する指摘があることから、当分の間は臨床研修病院の指定基準

について以下の取扱いとするものであること。
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2 基幹型臨床研彦病院の指定の基準について

①医師法第 16 条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の一部を改正する省令(平

成21年4月28日公布厚生労働省令第105号)附則の規定により、基幹型臨床研修病院

とみなされた勤虫型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院が、平成 24年4月1日以降、

前述第2の5①オの基幹型臨床研修病院の指定基準を満たさない場合にあっては、個別

の訪問調査等により、適切な指導体制が確保され、かつ、研修医が基本的な診療能力を修

得することができ.ると認められる場合に限り、基幹型臨床研修病院として指定を継続する

ものであること。

②新たに基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする病院が、前述第2の5①オの基幹

型臨床研修病院の指定基準を満たさない場合でも、入院患者の数が年間2,700人以上であ

る場合には、個別の訪問調査等を行い、適切な指導体制が確保され、かつ、研修医が基本

的な診療能力を修得することができることなど、良質な研修についての評価を含め、指定

の可否を判断するものであること。このため、これに該当する病院は、前述第2の4(1)

アに定める期日の 10 ケ月以上前に別に定める訪問調査の申込書を管轄する地方厚生局健

康福祉音B医事課に提出すること。

3 都道府県の募集定員の上限について

前述第2の22②に基づいて算出した都道府県の募集定員の上限の値が研修医の募集を行

う年度の前年度の当該都道府県内の研修医の受入実績よりも少ない場合には、前述第2の

22②にかかわらず、当該受入実績に5を加えた数値を当該都道府県の募集定員の上限の値

とし、そのうち5は医師不足地域の病院における募集定員の増員分に限定して配分する都道

府県調整枠とすること。

この場合、この方法により算出した都道府県の募集定員の上限の値と、前述第2の 22②

に基づいて算出した値との差は、前述第2の 22(3)イで定める数値から充てることとし、募

集定員倍率は変えないこととする。

第4 留意郭頁

今後、地域医療への貢献等を目的とした医学部入学定員増等により、いわゆる地域枠の学生

等が増加してくるため、基幹型臨床研修病院は、研修医の募集及て際用にあたっては、その地

域医療への従事要件等に十分酉礁するよう努めること。

第5 検討規定

平成26年3月31日付けの本通知の改正後5年以内に、医師法第16条の2第1項に規定す

る臨床研彦に関して所要の検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

第6 改正履歴
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1.制定

平成15年6月12日付け医政発第0612004号

2.改正

平成17年2月8日

平成17年10月21日

平成18年3月22日

平成19年3月30日

平成20年3月26日

平成21年5月11日

平成22年4月14日

平成23年3月24日

平成24年3月29日

平成26年3月31日

平成27年3月31日
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臨床研修に係る施行通知の改正概要(平成27年3月31日付け一部改正分)

1.地方分権改革

平成 26年からの地方分権改革「提案募集方式」における、都道府県からの権限委

譲等の提案を踏まえた閣議決定(平成27年1月30日)'を反映するもの。

(1)研修医募集定員の都道府県調整権限の拡大

(閣議決定)都道府県が希望する場合、各臨床研修病院に基礎数を配分できるように

(改正概要)

都道府県が希望する場合、各病院の研修医募集定員を過去3年間の研修医受入

実績により算出する方法によらず、当該都道府県が、基礎数を各病院に配分する

方法を選択することができることとする。

4月から施行し、都道府県が希望する場合は平成 28年度募集定員の設定から

実施可能とする。

その際、以下の点に留意する。

・基礎数の配分を決めるに当たっては、地域協議会等、臨床研修に関して関係

者が協議する場において意見を聴くこと。

・基礎数の配分を決めるに当たっては、病院が行っている医師派遣等の実績を

勘案し、地域医療が安定的に確保されるよう配慮するとと。

また各都道府県は、小児科・産科研修プログラムを設けた病院に対し、都道府

県調整枠から4を配分すること。

(2)都道府県を経由した臨床研修の事務手続き

(閣議決定)以下の事務について、都道府県が希望する場合、各病院が都道府県を経

する方向で検討し、平成27年中に結論を得る。

参考資料2

由して厚生労働大臣に事務書類を提出する方法を選択することができる

ようにする。

臨床研修病院の指定の申請

臨床研修病院の変更の届出

研修プログラムの変更又は新設の届出

臨床研修病院の年次報告

臨床研修病院の指定の取消しの申請

(改正概要)

閣議決定内容と同じ。

4月から施行し、都道府県が希望する場合は、 4月末までに管轄する地方厚生

局あてに申請する。



2.平成28年度募集定員の設定方法にかかる一部改正

(医道審議会医師臨床研修部会にて承認された事項)

(1)平成27年度研修の募集実績を踏まえた変更

(改正概要)

募集定員の上限の算出において、前年度に都道府県が配分できなかった調整枠

分を加算して算出する。

(2)医学部入学定員のうち他都道府県の大学で養成されている地域枠学生分の取扱い

(改正概要)

平成 22年度からの医学部入学定員の増員のうち、他の都道府県の大学で養成

されている地域枠の分について、地域枠を有している都道府県において、上限を

増やす必要性に応じ、他の都道府県との間でその数を調整する。

(3)都道府県の募集定員の上限が直近の受入実績よりも少ない場合の取扱い

(改正概要)

算出した都道府県の募集定員の上限が研修医の直近の受入実績よりも少ない

場合、受入実績に5を加えた数を上限とし、・そのうち5は医師不足地域の病院に

おける募集定員の増員分に限定して配分する都道府県調整枠とする。
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